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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間
自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日

自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日

自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日

自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

売上高 （百万円） 105,318　 98,931　 121,814　203,271　213,938　

経常利益 （百万円） 20,869　 14,989　 17,395　 30,406　 2,376　

中間（当期）純利益 （百万円） 7,101　 5,803　 7,293　 2,702　 36,898　

純資産額 （百万円） 182,948　202,901　190,211　203,196　193,823　

総資産額 （百万円） 1,488,995　1,263,950　1,121,008　1,296,062　1,158,923　

１株当たり純資産額 （円） 13,021.03　14,990.89　13,955.73　14,492.23　14,212.68　

１株当たり中間（当
期）純利益 （円） 569.05　 445.00　 557.71　 212.03　2,825.95　

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益

（円） 542.41　 442.61　 555.01　 193.09　2,813.32　

自己資本比率 （％） 11.4　 15.5　 16.3　 14.6　 16.0　

営業活動によるキャッ
シュ・フロー （百万円） 18,030　 31,446　△30,000　△16,567　 42,966　

投資活動によるキャッ
シュ・フロー （百万円） △28,229　 907　 △12,782　△41,735　 55,069　

財務活動によるキャッ
シュ・フロー （百万円） 26,773　△52,520　 30,326　 76,614　△113,627　

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 （百万円）

87,400　 69,691　 61,136　 89,219　 73,860　

従業員数 （名） 4,075　 3,270　 4,118　 3,430　 3,751　

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　期中の平均株式数については日割りにより算出しております。

３　従業員数には、使用人兼務取締役、他社への出向者、派遣社員及びアルバイトは含んでおりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間
自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日

自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日

自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日

自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

売上高 （百万円） 23,061　 28,403　 41,890　 49,418　 61,630　

経常利益 （百万円） 13,734　 12,325　 10,068　 22,742　 19,731　

中間（当期）純利益 （百万円） 9,458　 4,695　 4,827　 11,708　 17,243　

資本金 （百万円） 107,258　107,423　107,487　107,294　107,453　

発行済株式総数 （株） 13,006,988　13,072,282　13,080,304　13,013,493　13,076,334　

純資産額 （百万円） 247,864　250,066　254,466　243,547　258,408　

総資産額 （百万円） 342,660　361,960　442,819　361,953　391,072　

１株当たり純資産額 （円） 19,057.80　19,125.52　19,441.48　18,715.71　19,753.25　

１株当たり中間（当
期）純利益 （円） 757.98　 360.05　 369.17　 918.60　1,320.58　

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益

（円） －　 － －　 912.95　1,314.86　

１株当たり配当額 （円） －　 －　 －　 50.00　 100.00　

自己資本比率 （％） 72.3　 69.1　 57.4　 67.3　 66.0　

従業員数 （名） 1,054　 1,320　 2,123　 1,172　 1,772　

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　期中の平均株式数については日割りにより算出しております。

３　第10期中、第11期中及び第12期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、中間連結財務諸表を作成

しているため記載しておりません。

４　従業員数には、使用人兼務取締役、他社への出向者、派遣社員及びアルバイトは含んでおりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間における関係会社の異動は以下のとおりであります。

　

(1) 新規

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の所
有割合

(％)
関係内容 摘要

（連結子会社）

　Rakuten Europe S.a.r.l.
ルクセンブル
ク大公国

625千ユーロＥＣ事業 100.0

　台湾楽天市場股?有限公司 台湾
174百万ＮＴ

ドル
ＥＣ事業 51.0役員の兼任あり

　株式会社ポーラスター投資顧
問

東京都中央区 283証券事業
100.0

（100.0）

（持分法適用関連会社）

　株式会社ドリコム 東京都渋谷区 1,038
ポータル・メ
ディア事業

20.0役員の兼任あり (注)３

(注)１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を付しております。

　　２　議決権の所有又は被所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

　　３　有価証券報告書提出会社であります。

　

(2) 異動

当中間連結会計期間において、株式の取得及び第三者割当増資により当社の出資比率が増加した楽天

モーゲージ株式会社及び株式会社カサレアルを、持分法適用関連会社から連結子会社に変更しております。

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の所
有割合

(％)
関係内容 摘要

（連結子会社）

　楽天モーゲージ株式会社 東京都品川区 500証券事業 100.0役員の兼任あり

　株式会社カサレアル 東京都中央区 146ＥＣ事業 46.7

(注)　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を付しております。

　

(3) 合併

Trafficstrategies.com, LLC（連結子会社）は、平成20年３月31日にLinkShare Corporation（連結子会

社）と合併しております。

　

(4) 除外

① 株式会社宮崎マリーナ（連結子会社）は、平成20年４月28日に持分売却により関係会社に該当し

なくなりました。

② 楽天ティービー株式会社（連結子会社）は、平成20年６月２日に持分売却により関係会社に該当

しなくなりました。

③ エムアイエス・インベスターズ有限会社を営業者とする匿名組合（連結子会社）は、平成20年１

月４日に契約終了に伴う解散により関係会社に該当しなくなりました。

④ 楽天メディア・インベストメント株式会社（連結子会社）は、平成20年６月２日に会社清算によ

り関係会社に該当しなくなりました。

⑤ 株式会社サイドビー・ネットワーク（連結子会社）は休眠会社となり重要性が乏しくなったた

め、連結の範囲から除外しております。
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４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ＥＣ事業 1,009

クレジット・ペイメント事業 867

ポータル・メディア事業 274

トラベル事業 252

証券事業 270

プロスポーツ事業 136

通信事業 284

その他 1,026

合計 4,118

(注)　従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役、他社への出向者、派遣社員及びアルバイトを含んでおりま

　　 せん。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,123

(注)１　従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役、他社への出向者、派遣社員及びアルバイトを含んでおりません。

　　２　従業員数が前期末に比較して著しく増加しておりますが、これは業容の拡大に伴う採用の増加によるもので

　　　　あります。

　

　

(3)　労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする各種原材料価格の高騰がさまざまな商品や

サービスの価格上昇につながり景況感が悪化していることに加えて、米国サブプライム住宅ローン問題の影響な

どを要因に、米国をはじめとする海外景気の減速傾向が継続しており、先行きに不透明感が増大しております。

平成20年３月末のブロードバンド契約数は2,875万回線（全インターネット契約数の87.9％）で、その中でも

FTTHのブロードバンド契約数は1,215万回線（同37.1％）となり、ブロードバンドの普及は引き続き順調です。ま

た、携帯インターネットの利用状況がどの世代層においても増加傾向にあるなど、携帯インターネットビジネス

の市場規模についても急速に拡大することが見込まれます。

インターネット白書2008（財団法人インターネット協会）によると、インターネット・ユーザーの約８割の人

がオンラインショッピングの経験を有しており、また平成20年版情報通信白書（総務省）によると「旅行・チ

ケット」などの商品群では、最近１年間で最も多く利用した購入方法についてはネット購入と回答した人数は店

頭購入と回答した人数を上回る等、電子商取引は広く生活インフラとして定着してきたといえます。

このような環境下、物価上昇傾向を背景とした消費者の価格選好度の高まりも追い風となり、当中間連結会計

期間におけるインターネット・ショッピングモール『楽天市場』（『楽天ブックス』を含む）及びインター

ネット旅行予約『楽天トラベル』における取扱いは好調に推移し、流通総額はそれぞれ24.5％増、21.5％増（い

ずれも前中間連結会計期間比）と大きく伸びました。

一方、経営管理体制の強化及び生産性・収益性向上の施策である「Project V」を継続し、予算管理体制の厳格

化に加えて費用構造見直しに取り組んでおります。

この結果、当中間連結会計期間における売上高は、ＥＣ事業及びトラベル事業等の好調に加えて、平成19年12月

期第３四半期連結会計期間末からフュージョン・コミュニケーションズ（株）の連結を開始したことにより、

121,814百万円（前中間連結会計期間比23.1％増）と大きく伸びました。

営業利益については、楽天ＫＣ（株）における利息返還関連費用及び貸倒関連費用の減少による損益改善が大

きく寄与し、18,266百万円（前中間連結会計期間比35.7％増）となり、経常利益は17,395百万円（前中間連結会

計期間比16.0％増）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（ＥＣ事業）

ＥＣ事業セグメントには、楽天（株）（『楽天市場』、『楽天ブックス』等）のほか、楽天オークション（株）

等のグループ会社が属しており、主に物販を中心としたＥＣサイト運営・サービス提供等を行っております。

当中間連結会計期間において、当セグメントの主力である『楽天市場』では、ユーザーの利便性の向上を目的

に、日常必要な食材を最短で翌日に配送する『グルメスピード便』サービスや、購入の手順を簡略化した『ク

イック購入』サービス等を導入しました。また多様化するライフスタイルに応じて、世代や属性に応じた嗜好の

分析を行い、それに基づく商品情報の提供の充実に努めました。『楽天市場』の出店店舗へのサポート強化のた

め、広島支社及び新潟支社を開設するとともに、これまで出店店舗の売上成長のボトルネックのひとつであった

物流面について物流代行サービス『楽天物流』の提供を開始しました。これらの施策により、当中間連結会計期

間の『楽天市場』及び『楽天ブックス』の流通総額は3,107億円と、前中間連結会計期間比24.5％増と好調に推

移し、楽天市場事業の売上高は29,002百万円（前中間連結会計期間比21.4％増）となり、費用面では施設関連費

用等の増加があったものの、営業利益は12,605百万円（前中間連結会計期間比14.0％増）と大きく伸びました。

楽天市場事業の海外展開の第一歩として、『楽天市場台湾』のサービスを平成20年５月に開始し、出店店舗数、

ユーザー数とも順調に伸びております。

　この結果、ＥＣ事業の売上高は43,013百万円（前中間連結会計期間比23.6％増）と高成長を示しました。一方、

営業利益については、楽天市場事業の増益及びオークション事業の損益改善があったものの、『楽天市場台湾』

及び『楽天物流』等の新規サービスに関連する費用の発生等により、9,649百万円（前中間連結会計期間比1.2％

減）となりました。

　

（クレジット・ペイメント事業）
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クレジット・ペイメント事業セグメントには、楽天ＫＣ（株）、楽天クレジット（株）及び楽天フィナンシャ

ルソリューション（株）等のグループ会社が属しており、主に個人向けのクレジットカード事業及びカードロー

ン事業等を営んでいるほか、提携によるバンキングサービスの提供を行っております。

楽天ＫＣ（株）においては、クレジットカードのショッピング取扱高は、前中間連結会計期間比34.3％増の

2,195億円となり、ショッピングリボ残高は58.7％増の272億円と伸長しました。楽天ＫＣ（株）においてはカー

ドショッピング関連の営業収益増並びに貸倒関連費用及び利息返還費用の大幅な削減により、前中間連結会計期

間の営業赤字から営業黒字へと転じました。

楽天クレジット（株）では、営業債権残高が前中間連結会計期間比7.6％増の1,045億円と堅調に伸びました

が、前中間連結会計期間に実施した債権流動化に伴う評価益が当中間連結会計期間には発生しなかったことによ

り、減収減益となりました。

また、前年４月に開始したバンキング事業（提携）においては先行投資により赤字となりました。

これらにより、当中間連結会計期間のクレジット・ペイメント事業の売上高は、前中間連結会計期間比8.4％減

となる32,718百万円、4,996百万円の営業利益（前中間連結会計期間は330百万円の営業損失）となりました。

　

（ポータル・メディア事業）

ポータル・メディア事業セグメントには、楽天（株）（『Infoseek』等）のほか、楽天リサーチ（株）、みんな

の就職（株）等のグループ会社が属しており、主にインターネットへの入り口の役割を担うポータルサイト運営

のほか、広告事業、人材事業、リサーチ事業及びブロードバンドコンテンツの配信等を行っております。

当中間連結会計期間においては、ユーザーの興味や関心に合致する広告の提供を実現するための取り組みを強

化しました。ウェブサイトの内容及びユーザーのサイト検索結果に応じて広告を表示するアドネットワーク事業

を（株）プロヴィデンスより譲受けたことに加えて、（株）ドリコムとの資本・業務提携のもと、同社の行動

ターゲティング広告配信技術を採用した新方式の行動ターゲティング広告商品『楽天ad4U（アドフォー

ユー）』の提供を開始しました。また、リサーチ事業においては、システム投資によるサービスの拡充及び営業体

制の増強により、売上高が増加しました。

これらの施策により、当中間連結会計期間のポータル・メディア事業の売上高は、前中間連結会計期間比

11.8％増の4,384百万円となりましたが、一方、施設関連費用及び開発関連費用等の営業費用が増加したため、営

業損失は100百万円（前中間連結会計期間は161百万円の営業利益）となりました。

　

（トラベル事業）

トラベル事業セグメントには、楽天トラベル（株）等のグループ会社が属しており、主に宿泊予約や『ANA楽

パック』等旅行関連サイトの運営・サービス提供を行っております。

当中間連結会計期間においては、エンドユーザー向け情報発信の強化を図り、楽天売れ筋ランキングトラベル

版のリリースや、施設詳細ページのリニューアルを実施いたしました。また、レジャーニーズ獲得を目的にゴール

デンウィーク向け『ケータイ限定ポイント５倍祭り』や、『夏休みANA楽パックキャンペーン』を実施する等、更

なる「総合化」の推進を図ってまいりました。海外向けサービスにおいては、韓国観光公社との大型タイアップ

企画をスタート、韓国マーケットでの流通拡大を目指すと共に、好調なタイマーケットを更に拡大すべく、バンコ

クに駐在員事務所を開設し、アジア地域での更なるサービス向上に努めてまいりました。

こうした取組みの結果、当中間連結会計期間のトラベル事業における予約流通総額は1,248億円（前中間連結

会計期間比21.5％増）と伸長し、売上高は7,251百万円（前中間連結会計期間比26.3％増）となるとともに、営業

利益においても、今後の営業体制強化に向け、広告宣伝費・人件費及び施設・管理関連費用等の営業費用が増加

する中、営業利益は2,749百万円（前中間連結会計期間比1.3％増）と増益を維持する結果となりました。

　

（証券事業）

証券事業セグメントには、楽天証券ホールディングス（株）とその関連会社等が属しており、主にオンライン

証券取引サービス等を営んでおります。

　当中間連結会計期間においては、株式市況の減速による株式委託手数料収入の落ち込みの影響を大きく受けた

ことにより、前中間連結会計期間比では減収減益となったものの、楽天証券（株）において導入した新ビジネス

ユニット制により、各事業毎にきめ細かな収益管理・施策実施が浸透したことや昨年来継続的に実施しているコ

スト構造の改善も４月にデータセンターの統合を終えるなど着実に進捗したこと等により、当該セグメントの平

成20年４月から６月の四半期は同１月から３月の四半期に比べて増益となりました。
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また、新商品・サービスについては、手数料ゼロモデルを実現した新外国為替証拠金取引サービス『楽天FX』

を平成20年６月より開始、また投資初心者を主要なターゲットとした投資信託の積立サービスを３月に開始した

ほか、楽天投信（株）の事業も４月にスタート、第一号ファンド『楽天株式ファンド』の販売を開始し、順調に残

高を増やしております。

当中間連結会計期間の証券事業の売上高は前中間連結会計期間比17.2％減となる12,644百万円、営業利益は前

中間連結会計期間比28.1％減の2,074百万円となりました。

　

（プロスポーツ事業）

プロスポーツ事業セグメントには、（株）楽天野球団とその関連会社が属しており、プロ野球球団『東北楽天

ゴールデンイーグルス』の運営及び関連商品の企画・販売を行っております。

当中間連結会計期間におきましては、シーズン序盤及びセ・パ交流戦におけるチームの好成績や人気選手の活

躍に支えられ、観客動員数は順調に増加しました。これに伴い応援グッズの販売やスタジアム関連の収入も大き

く伸びました。一方、地元メディアにおけるTV視聴率の伸長や、シーズンオフに開講した野球教室「東北プロジェ

クト」が東北６県において大盛況となる等、地域における支持はより強固なものとなりつつあります。

こうした結果、当中間連結会計期間のプロスポーツ事業の売上高は3,786百万円（前中間連結会計期間比8.8％

増）となりましたが、チーム強化に向けた投資負担等から、営業損失は685百万円（前中間連結会計期間は616百

万円の営業損失）となりました。

　

（通信事業）

通信事業セグメントには、フュージョン・コミュニケーションズ（株）とその関連会社が属しており、主に中

継電話やIP電話をはじめとした通信サービスを提供しております。

当中間連結会計期間は、フュージョン・コミュニケーションズ（株）においては、既存事業の抜本的見直しを

図る事業再構築計画の下で、経営改革を引き続き推進いたしました。その結果、継続的なコストダウンの推進や販

売促進インセンティブの適正化等による収益性改善などの成果により事業計画を上回る業績の改善を果たし、６

月には楽天グループに加わる以前を含めて27ヶ月ぶりの営業黒字化を達成しました。

また、フュージョン・ネットワークサービス（株）においては、コンシューマ向けISP事業『楽天ブロードバン

ド』にて５月20日より、従来のADSL10Mプランに加えてより高速なプラン『楽天ブロードバンドADSL50M』の提供

を開始しました。３月のサービス提供開始以来、楽天グループ会員に向けて各種プロモーションを積極的に展開

し、引き続き新規の利用者拡大を目指しております。

当中間連結会計期間の通信事業セグメントの売上高は18,014百万円、営業利益は11百万円となりました。なお、

当事業セグメントは、平成19年12月期第３四半期連結会計期間より新設されたものであるため、売上高及び営業

利益については前中間連結会計期間との比較を行っておりません。

　

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況としては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整

前中間純利益14,056百万円を計上したものの、法人税等の支払や有価証券貸借取引受入金の減少などの要因によ

り30,000百万円の資金流出（前中間連結会計期間は31,446百万円の資金流入）となりました。また、投資活動に

よるキャッシュ・フローは、ソフトウェアなど無形固定資産の取得等により、 12,782百万円の資金流出（前中間

連結会計期間は907百万円の資金流入）となりました。さらに、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の

増加等により、30,326百万円の資金流入 （前中間連結会計期間は52,520百万円の資金流出）となりました。これ

らにより、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の額は、12,716百万円の減少 （前中間連結会計期間

は19,527百万円の減少）となりました。以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、61,136

百万円（前中間連結会計期間比12.3％減）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、生産に該当す

る事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

　

(2)　受注実績

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりませ　　ん。

　

(3)　販売実績

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日　
　　至　平成20年６月30日）

（百万円)

前年同期比(％)

ＥＣ事業 43,013 23.6

クレジット・ペイメント事業 32,718 △8.4

ポータル・メディア事業 4,384 11.8

トラベル事業 7,251 26.3

証券事業 12,644 △17.2

プロスポーツ事業 3,786 8.8

通信事業 18,014 －

合計 121,814 23.1

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　広告売上高の計上方法について

従来、ポータル・メディア事業(以下ＰＭ事業)が販売活動を担うセグメント(以下販売セグメント)を経由し

て外部販売する広告については、ＰＭ事業においては外部販売額をセグメント間売上として計上し、販売セグ

メントにおいては外部に広告販売した額を当該セグメントの売上として計上しておりましたが、当中間連結

会計期間より、広告外部販売額のうちの広告媒体価格をＰＭ事業の売上として計上し、販売マージン相当額を

販売セグメントの売上高として計上する方法に変更いたしました。

詳細につきましては　第５経理の状況　１中間連結財務諸表注記事項（セグメント情報）事業の種類別セグメ

ント情報をご参照ください。
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３　当社個別ベースの品目別販売実績の推移は、次のとおりであります。

品目別販売実績（当社個別ベース）

期　別
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日　
　　至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日　
　　至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日　
　　至　平成19年12月31日）

品　目 金額(百万円)構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)金額(百万円)構成比(％)

出店料売上 4,686 16.5 4,948 11.8 9,516 15.5

マージン売上 8,484 29.9 10,624 25.4 18,321 29.7

広告売上 11,016 38.8 11,685 27.9 22,794 37.0

商品売上 207 0.7 9,215 22.0 2,552 4.1

その他売上 4,007 14.1 5,416 12.9 8,444 13.7

合計 28,403 100.0 41,890 100.0 61,630100.0

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　各品目に含まれる主な売上の内容

出店料売上
『楽天市場』出店料（固定部分）、『楽天ビジネス』出展料（同）
モバイルコマースサービスシステム利用料（同）

マージン売上
『楽天市場』システム利用料（従量部分）、共同購入サービス利用料、
モバイルコマースサービスシステム利用料（従量部分）、
オークション利用料、『楽天ＧＯＲＡ』利用料

広告売上 バナー広告、メール広告

商品売上 オンライン書籍・ＤＶＤ等販売等

その他売上
楽天大学受講料、Ｒ－Card Plus決済及び物流関連の手数料収入、有料サービス利用料
なお、前事業年度には一部商品売上が含まれております。

３　商品売上については、前中間会計期間ではその他売上に含めて表示しておりましたが、連結子会社の合併に伴

い、金額的重要性が増したため、前事業年度より区分掲記しております。

４　前事業年度までは「ポータル売上」に当社のバナー広告、メール広告に係る売上の一部と有料サービス利用料

を記載しておりましたが、当中間会計期間よりバナー広告、メール広告については「広告売上」へ一本化し、

有料サービス利用料に係る売上を「その他売上」に含めて表示することといたしました。これにより「ポー

タル売上」については、当中間会計期間に係るもの2,934百万円が「広告売上」と「その他売上」に分割され

て表示されております。
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３ 【対処すべき課題】

（経営管理体制の強化）

当社グループは経営管理体制としてBU制を敷いており、BU毎の予実管理の精緻化を通じた収益性と

成長性の向上を図っていますが、平成20年７月からは30以上あった従来のBUを見直し、９つの新たなBU

へと再編することで、戦略展開や資源配分などにおける機動性を高めてまいります。また、平成20年度

より、費用対効果の観点からのコスト構造見直し(Project V)に着手しており、様々な施策の実行を通

じて、利益率の向上を図ってまいります。さらに、各ビジネスユニットの業績の定期的なモニタリング

を通じて、事業の選択と集中の仕組化を行っています。将来の成長に必要な新規サービスの導入にあ

たっては、投資対効果を勘案した投資を基本的な方針としており、成長性と収益性の確保を目指してい

ます。

　

（事業戦略）

世界経済の急激な変化が見られる中、インターネット・サービスには様々な事業機会が新たに生じ

ており、当社グループは最大の資産である顧客に対し、グループ全体で効果的なマーケティングを行

い、楽天グループ会員の様々なサービスの相乗的な利用を促進するとともに、「楽天エコシステム」へ

の新たなユーザーの流入及び収益機会の拡大を目指してまいります。当社グループでは、これらのイン

ターネット・サービスに必要な技術基盤を構築するため、複雑な言語処理技術を使ったリコメンデー

ションエンジン（注）、先端広告技術及び携帯電話インターネット向け技術等の研究開発に積極的に

取り組んでまいります。（注：リコメンデーションエンジン：ユーザーの嗜好・行動を分析し、各ユー

ザー毎に興味があると推測される情報を選択して表示するサービス）

個々の事業における事業戦略は以下のとおりです。

ＥＣ事業セグメント：『楽天市場』をはじめとしたＥＣサイトにおいて、消費者ひとりひとりのラ

イフスタイル及び嗜好等に応じてより魅力的な商品・サービスを提供することにより流通総額の拡大

及び広告等の収益機会の増大を図ります。また出店店舗のサポートについては地方拠点の拡充等を通

じて体制の強化を図ります。国際展開については、平成20年５月にサービスを開始した『楽天市場台

湾』において様々な施策を通じて流通総額の増大を図り、台湾ＥＣ市場の活性化を図るとともに、更な

る対象国・地域の拡大の準備も進めてまいります。

クレジット・ペイメント事業セグメント：グループシナジー最大化の重要な柱である『楽天カー

ド』の新規加入者の継続的な増加を図り、楽天カードの利用の推進による収益の拡大を目指してまい

ります。改正貸金業法への対応については、すでに楽天ＫＣ（株）において前連結会計年度末に利息返

還請求に伴う損失の見積り方法を精緻化し、引当金の追加計上を実施しております。また平成20年１月

１日より新規貸付金利を18.0％以下に引き下げておりますが、平成20年10月に予定されている同法の

施行を受けた総量規制等の新たな規制にも対応してまいります。また、金融環境の変動に対しても柔軟

に対応可能な財務基盤を構築してまいります。

　

ポータル・メディア事業セグメント：ポータルサイト等においてより魅力的なコンテンツの提供に

努め、媒体価値の向上を図るとともに、国内有数のインターネット・メディアを有するグループとし

て、アドネットワーク等の新しい広告技術への取組みを進め、新規ユーザーの増加や新たな収益基盤の

確立を目指してまいります。

　

　トラベル事業セグメント：国内宿泊予約事業においてはレジャー需要の一層の取込みに注力し、オン

ライン旅行予約サイト国内トップクラスの地位をより強固にしていきます。また、主力の宿泊予約に加

え、航空券やレンタカーなどの足回り商品（交通手段）や各種オプションを選択するダイナミック
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パッケージ商品の充実及び利便性の向上を行うとともに、アジアを中心とした海外事業の積極的な展

開にも取組んでいきます。

　

証券事業セグメント：約4,630万人（平成20年３月末時点）の楽天会員に対し『楽天証券』の新規

会員化を促進し、楽天会員の資産形成に貢献することを通じて収益基盤の強化を図ります。これまで国

内株式市況に左右されにくい事業基盤の構築を目指し外国株、外債、投信、先物及びFX等の商品ライン

ナップの充実を図ってまいりましたが、平成20年度より、各事業においてきめ細やかな収益管理と施策

実施の徹底を通じた収益力強化及び事業構造の変革に着手しております。今後は、投資初心者層が多様

な商品の中から適切な金融商品を選択できるようなわかりやすいサービスを低料金で提供することを

目指してまいります。

　

プロスポーツ事業セグメント：プロ野球チーム『東北楽天ゴールデンイーグルス』のファン層の拡

大を図るとともに、「楽天」ブランドの認知度の向上及び東北地方における地域活性化への貢献を目

指していきます。

　

通信事業セグメント：フュージョン・コミュニケーションズ（株）における固定費削減を含む抜本

的なコスト構造改革をサービス毎に実施しており、収益基盤の改善を図ってまいります。IP電話事業及

びISP事業においては楽天グループシナジーを生かした新規サービスについても積極的に取り組んで

いきます。

　

（コーポレート・ガバナンス）

当社グループでは、企業価値の最大化のために、コーポレート・ガバナンスを最重要課題と位置づけ

ており、リスク管理の徹底及び内部管理体制の充実に加えて、グループ規程及び業務プロセスの整備

等による内部統制の強化を図っております。また、改正貸金業法の施行やインターネット上の有害サ

イトアクセス制限に関する規制の動向等、当社グループの事業をとりまく法規制面の環境変化に対応

し、コンプライアンス体制の整備を図ります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

当社の研究開発活動は、当社及び当社グループの開発業務への貢献を目的とし、個々の事業とは別に

研究を行っております。研究のテーマは、今後のウェブの拡大の方向性についてのビジョンより言語

処理・データ解析、マルチメディア・ユーザーインターフェイス、大規模・分散の３つの研究領域を

設定しており、その具体的な内容は下記の通りです。なお、当社グループの研究開発は、インターネッ

ト関連の基礎技術に関するものであり、特定のセグメントに区分することが困難なため事業のセグメ

ント別には記載しておりません。当中間連結会計期間の研究開発に要した費用の総額は91百万円であ

ります。

　

(1) 言語処理・データ解析

言語処理・データ解析領域では、当社グループが所有する豊富にあるテキストデータを高度に解析

する技術や、多量データの計算を高速化する技術を開発することで、各事業に横展開可能な多様なレ

コメンデーションの開発につなげております。

　

(2) マルチメディア・ユーザーインターフェイス

ウェブ上で増加し続ける動画や静止画、音楽のマルチメディア・コンテンツを解析・検索する技術

や、リッチなコンテンツ体験として提示するためのユーザーインターフェイスを開発し、当社及び当

社グループのマルチメディア・コンテンツへの取り組みに貢献しております。

　

(3) 大規模・分散

当社及び当社グループのシステムの拡大に従って、大量に増え続けるログや顧客・商品データを圧

倒的効率性で解析するための、グリッドやインフラの処理基盤を開発し、競争力を生み出しておりま

す。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

(1)提出会社

当中間連結会計期間において、本社の移転により、以下のとおりとなっております。

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
及び
建物附属
設備

工具器具
備品

ソフト
ウェア

その他 合計

六本木オフィス
（旧本社）
(東京都港区)

ＥＣ事業
ポータル・
メディア
事業

全業務に関
わる設備

24 23 － － 47 5

本社
(東京都品川区)

ＥＣ事業
ポータル・
メディア
事業

全業務に関
わる設備

1,000 790 7,483 953 10,2271,936

　

上記以外の主要な設備に重要な異動はありません。

　　

２　【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備計画の変更

該当事項はありません。

　

(2)重要な設備計画の完了

提出会社が、前連結会計年度末に計画しておりました当連結会計年度の大型サーバ設備及びソフト

ウェア等への投資について、当中間連結会計期間末において、投資予定額7,724百万円のうち2,607百万円

が完了しております。

　

(3)重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(4)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,418,000

計 39,418,000

　

②　【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月30日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,080,304 13,080,954
ジャスダック

証券取引所

株主としての権利内容に制限の

ない、標準となる株式

計 13,080,304 13,080,954 － －

（注）　提出日現在の発行数には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①新株予約権

株主総会の特別決議（平成15年３月27日）

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 3,645個 243個 3,606個 227個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 1,199個 116個 1,199個 116個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 36,450株 2,430株 36,060株 2,270株

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり
19,300円

１株当たり
27,500円

１株当たり
19,300円

１株当たり
27,500円

新株予約権の行使期間
平成19年３月28日から
平成25年３月26日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格
19,300円
資本組入額
9,650円

発行価格
27,500円
資本組入額
13,750円

発行価格
19,300円
資本組入額
9,650円

発行価格
27,500円
資本組入額
13,750円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社子会社または関係会
社の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、諸般の事情を考慮
の上、取締役会が特例と認め
た場合はこの限りではない。
その他の条件は、新株予約権
は発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の相続及び質入そ
の他一切の処分は認められな
いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注３) (注３)

（注）１　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割・併合の比率）
　　　　　また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権または同改正前商法第341条ノ８の
規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の
算式により行使価額は調整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。
その他、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価額が新株予約権発行時の時価を
下回る場合に限る）を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整されるものといたし
ます。

　　なお、次の算式において「既存発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株
式数を控除した数をいうものといたします。

既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２　未償却分を含めた残数を開示しております。
３　当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行なう場合には、新株予約権に基づく義
　務を、当該株式交換または株式移転により当社の完全親会社となる会社（以下、「承継会
　社」という。）に承継させるものとし、承継される新株予約権の内容の決定の方針は以下の
　とおりとします。
　1） 目的たる株式の種類
　　　当社普通株式と同種の承継会社株式
　2） 目的たる株式の数
　　　新株予約権の目的となる株式の数に、株式交換または株式移転の際に当社株式１株に対し
　　て割り当てられる承継会社株式の数（以下、「割当比率」という。）を乗じて計算し、１
　　株未満の端数はこれを切り上げる。
3） 行使価格
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　　新株予約権の行使時の払込金額を割当比率で除した金額。ただし、１円未満の端数はこれ
　　を切り上げる。
4） 行使期間
　　本件新株予約権の行使期間とする。ただし、承継時に権利行使期間がすでに開始している
　　場合には、株式交換または株式移転の効力発生日より当該行使期間の満了日までとする。
5） 行使の条件
　　本件新株予約権の行使の条件に準じて決定する。
6） 消却の事由及び条件
　　本件新株予約権の消却の事由及び条件に準じて決定する。
7） 譲渡制限
　　新株予約権の譲渡には承継会社の取締役会の承認を要するものとする。
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株主総会の特別決議（平成16年３月30日）

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 3,573個 3,573個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 1,187個 1,211個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 35,730株 35,730株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　　75,500円 １株当たり　　75,500円

新株予約権の行使期間
平成20年３月31日から
平成26年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格
75,500円
資本組入額
37,750円

発行価格
75,500円
資本組入額
37,750円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社子会社または関係会
社の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、諸般の事情を考慮
の上、取締役会が特例と認め
た場合はこの限りではない。
その他の条件は、新株予約権
は発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の相続及び質入そ
の他一切の処分は認められな
いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注３) (注３)

（注）１　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割・併合の比率）
　　　　　また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権または同改正前商法第341条ノ８の
規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の
算式により行使価額は調整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。
その他、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価額が新株予約権発行時の時価を
下回る場合に限る）を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整されるものといたし
ます。

　　なお、次の算式において「既存発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株
式数を控除した数をいうものといたします。

既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２　未償却分を含めた残数を開示しております。
３　当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行なう場合には、新株予約権に基づく義
　務を、当該株式交換または株式移転により当社の完全親会社となる会社（以下、「承継会
　社」という。）に承継させるものとし、承継される新株予約権の内容の決定の方針は以下の
　とおりとします。
　1） 目的たる株式の種類
　　　当社普通株式と同種の承継会社株式
　2） 目的たる株式の数
　　　新株予約権の目的となる株式の数に、株式交換または株式移転の際に当社株式１株に対し
　　　て割り当てられる承継会社株式の数（以下、「割当比率」という。）を乗じて計算し、１
　　　株未満の端数はこれを切り上げる。
3） 行使価格

　　新株予約権の行使時の払込金額を割当比率で除した金額。ただし、１円未満の端数はこれ

　　を切り上げる。

4） 行使期間
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　　本件新株予約権の行使期間とする。ただし、承継時に権利行使期間がすでに開始している

　　場合には、株式交換または株式移転の効力発生日より当該行使期間の満了日までとする。

5） 行使の条件

　　本件新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

6） 消却の事由及び条件

　　本件新株予約権の消却の事由及び条件に準じて決定する。

7） 譲渡制限

　　新株予約権の譲渡には承継会社の取締役会の承認を要するものとする。
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株主総会の特別決議（平成17年３月30日）

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 54,410個 2,000個 54,410個 2,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 11,700個 ― 12,050個 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 54,410株 2,000株 54,410株 2,000株

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり
91,300円

１株当たり
103,848円

１株当たり
91,300円

１株当たり
103,848円

新株予約権の行使期間
平成21年３月31日から
平成27年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格
91,300円
資本組入額
45,650円

発行価格
103,848円
資本組入額
51,924円

発行価格
91,300円
資本組入額
45,650円

発行価格
103,848円
資本組入額
51,924円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社子会社または関係会
社の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、諸般の事情を考慮
の上、取締役会が特例と認め
た場合はこの限りではない。
その他の条件は、新株予約権
は発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の相続及び質入そ
の他一切の処分は認められな
いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注３) (注３)

（注）１　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割・併合の比率）
　　　　　また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権または同改正前商法第341条ノ８の
規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の
算式により行使価額は調整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。
その他、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価額が新株予約権発行時の時価を
下回る場合に限る）を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整されるものといたし
ます。

　　なお、次の算式において「既存発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株
式数を控除した数をいうものといたします。

既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２　未償却分を含めた残数を開示しております。
３　当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行なう場合には、新株予約権に基づく義
　務を、当該株式交換または株式移転により当社の完全親会社となる会社（以下、「承継会
　社」という。）に承継させるものとし、承継される新株予約権の内容の決定の方針は以下の
　とおりとします。
　1） 目的たる株式の種類
　　　当社普通株式と同種の承継会社株式
　2） 目的たる株式の数
　　　新株予約権の目的となる株式の数に、株式交換または株式移転の際に当社株式１株に対し　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　て割り当てられる承継会社株式の数（以下、「割当比率」という。）を乗じて計算し、１
　　　株未満の端数はこれを切り上げる。
3） 行使価格

　　新株予約権の行使時の払込金額を割当比率で除した金額。ただし、１円未満の端数はこれ

　　を切り上げる。
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4） 行使期間

　　本件新株予約権の行使期間とする。ただし、承継時に権利行使期間がすでに開始している

　　場合には、株式交換または株式移転の効力発生日より当該行使期間の満了日までとする。

5） 行使の条件

　　本件新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

6） 消却の事由及び条件

　　本件新株予約権の消却の事由及び条件に準じて決定する。

7） 譲渡制限

　　新株予約権の譲渡には承継会社の取締役会の承認を要するものとする。
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株主総会の特別決議（平成18年３月30日）

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 30,000個14,340個30,000個14,340個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 5,405個 1,118個 5,654個 1,118個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 30,000株14,340株30,000株14,340株

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり
101,000円

１株当たり
55,900円

１株当たり
101,000円

１株当たり
55,900円

新株予約権の行使期間
平成22年３月31日から
平成28年３月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格
101,000円
資本組入額
50,500円

発行価格
55,900円
資本組入額
27,950円

発行価格
101,000円
資本組入額
50,500円

発行価格
55,900円
資本組入額
27,950円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社子会社または関係会
社の取締役、監査役または従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、諸般の事情を考慮
の上、取締役会が特例と認め
た場合はこの限りではない。
その他の条件は、新株予約権
は発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の相続及び質入そ
の他一切の処分は認められな
いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
(注３) (注３)

（注）１　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割・併合の比率）

　　　　　また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権または同改正前商法第341条ノ８の

規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の

算式により行使価額は調整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

その他、新株予約権（その権利行使により発行される株式の発行価額が新株予約権発行時の時価を

下回る場合に限る）を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整されるものといたし

ます。

　　なお、次の算式において「既存発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株

式数を控除した数をいうものといたします。

既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２　未償却分を含めた残数を開示しております。

３　当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行なう場合には、新株予約権に基づく義

　務を、当該株式交換または株式移転により当社の完全親会社となる会社（以下、「承継会

　社」という。）に承継させるものとし、承継される新株予約権の内容の決定の方針は以下の

　とおりとします。

　1） 目的たる株式の種類

　　　当社普通株式と同種の承継会社株式

　2） 目的たる株式の数

　　　新株予約権の目的となる株式の数に、株式交換または株式移転の際に当社株式１株に対し

　　　て割り当てられる承継会社株式の数（以下、「割当比率」という。）を乗じて計算し、１

　　　株未満の端数はこれを切り上げる。

　3） 行使価格

EDINET提出書類

楽天株式会社(E05080)

半期報告書

 22/116



　　　新株予約権の行使時の払込金額を割当比率で除した金額。ただし、１円未満の端数はこれ

　　　を切り上げる。

　4） 行使期間

　　　本件新株予約権の行使期間とする。ただし、承継時に権利行使期間がすでに開始している

　　　場合には、株式交換または株式移転の効力発生日より当該行使期間の満了日までとする。

　5） 行使の条件

　　　本件新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

　6） 消却の事由及び条件

　　　本件新株予約権の消却の事由及び条件に準じて決定する。

　7） 譲渡制限

　　　新株予約権の譲渡には承継会社の取締役会の承認を要するものとする。
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②旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの新株発行予定残数等は次のとおりであります。

株主総会の特別決議(平成13年３月29日)

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 24,060株 24,060株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　　 11,210円１株当たり　　 11,210円

新株予約権の行使期間
平成15年３月30日から
平成23年３月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額
発行価格 　 11,210円
資本組入額   5,605円

発行価格 　 11,210円
資本組入額   5,605円

新株予約権の行使の条件

新株引受権の付与対象者が当
社の取締役または従業員とし
ての地位のいずれをも喪失し
た場合には、諸般の事情を考
慮のうえ、取締役会が特例と
して承認した場合を除き、新
株引受権を喪失する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の売却、担保権設
定その他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

株主総会の特別決議（平成14年３月28日）

中間会計期間末現在

(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在

(平成20年８月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 9,135株 9,035株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　　 11,000円１株当たり　　 11,000円

新株予約権の行使期間
平成18年３月29日から
平成24年３月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額
発行価格 　 11,000円
資本組入額   5,500円

発行価格 　 11,000円
資本組入額   5,500円

新株予約権の行使の条件

新株引受権の付与対象者が当
社の取締役または従業員とし
ての地位のいずれをも喪失し
た場合には、諸般の事情を考
慮のうえ、取締役会が特例と
して承認した場合を除き、新
株引受権を喪失する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の売却、担保権設
定その他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成20年１月１日～

平成20年６月30日

（注）

3 13,080 33 107,487 33 71,245

（注）新株予約権、新株引受権及び新株引受権付社債の権利行使によります。
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(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社クリムゾングループ
東京都港区赤坂１丁目14－５

アークヒルズエグゼクティブタワーＮ211
2,264,190 17.31

三木谷　浩史 東京都目黒区 2,171,722 16.60

三木谷　晴子 東京都目黒区 1,458,750 11.15

マスダアンドパートナーズ株式
会社

大阪府枚方市桜町９番１号 474,910 3.63

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 467,032 3.57

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 456,485 3.49

バンク　オブ　ニューヨーク　ジー
シーエム　クライアント　アカウ
ント　エム　エーシーシービーエ
ル（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行　決済事業部）

香港　中国

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）
355,768 2.72

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル（常任代理人　
ゴールドマン・サックス証券株
式会社）

ロンドン　英国

（東京都港区六本木６丁目10－１　六本木ヒル
ズ森タワー）

223,786 1.71

バンク　オブ　ニューヨーク　ジー
シーエム　クライアント　アカウ
ンツ　イー　アイエルコム（常任
代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行　決済事業部）

ロンドン　英国

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）
215,387 1.65

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　エヌ　エイ　ロンドン　エス　エ
ル　オムニバス　アカウント（常
任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務
室）

ロンドン　英国

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
187,751 1.44

計 ― 8,275,781 63.27
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株）
議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式普通株式 977

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,079,32413,079,324 同上

端株 普通株式 3.0 － －

発行済株式総数 13,080,304 － －

総株主の議決権 － 13,079,324 －

(注)　端株には、当社所有の自己株式0.3株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

 （自己保有株式）

楽天株式会社
東京都品川区東品川４丁
目12番３号

977 － 977 0.01

計 － 977 － 977 0.01

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 54,400 53,800 59,900 65,000 67,600 60,700

最低(円) 39,950 41,850 46,100 56,600 53,300 53,400

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。
 

(1)　新任役員

該当事項はありません。

　
(2)　退任役員

該当事項はありません。

　
(3)　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長兼社長・最高執行役
員・社長室担当役員・渉外室担当役
員・経営企画室担当役員・事業開発
室担当役員・広報室担当役員・採用
育成部担当役員・EC BU担当役員・
証券＆投資BU担当役員・クレジッ
ト＆ペイメントBU担当役員・バンキ
ング事業担当役員・競馬事業担当役
員・保険事業担当役員・モーゲージ
事業担当役員・プロパティマネジメ
ント事業担当役員・金融ビジネス準
備室室長・事業開発室室長・楽天市
場事業長

代表取締役会長兼社長・最高執行役
員・チーフエグゼクティブオフィ
サー・ＣＥＯオフィス室長・楽天市
場事業長

三木谷　浩史 平成20年９月29日

取締役副社長
代表取締役副社長・執行役員・金融
事業統括本部長

國重　惇史 平成20年９月29日

取締役・常務執行役員・EC BU副担
当役員

取締役・常務執行役員・楽天市場事
業副事業長

小林　正忠 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員・プロスポー
ツBU担当役員・グループマーケティ
ング部担当役員・広告BU担当役員・
電話BU担当役員・リサーチ事業担当
役員・人材事業担当役員・プロス
ポーツ事業長・電話事業長

取締役・常務執行役員・チーフマー
ケティングオフィサー・プロスポー
ツ事業長

島田　亨 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員・開発部担当
役員・開発部部長

取締役・常務執行役員・チーフプロ
デュースオフィサー・開発・編成統
括本部長

杉原　章郎 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員・コンテンツ
BU担当役員・編成部担当役員・パッ
ケージ&エンタメBU担当役員・チ
ケット事業長・オークション事業担
当役員・写真館事業担当役員

取締役・常務執行役員・チーフコン
テンツアンドメディアオフィサー

鈴木　尚 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員・財務部担当
役員

取締役・常務執行役員・チーフファ
イナンシャルオフィサー・ＣＦＯオ
フィス室長・金融事業統括本部副本
部長

髙山　健 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員・事業統括部
担当役員・グループ情報システム部
担当役員・経理部担当役員・人事部
担当役員・リスク管理部担当役員・
組織運営部担当役員・EC BU副担当
役員・ゴルフ事業担当役員・事業統
括部部長・国際市場統括事業担当役
員

取締役・常務執行役員・チーフオペ
レーティングオフィサー・業務統括
本部長

武田　和徳 平成20年７月１日

取締役・常務執行役員
取締役・常務執行役員・開発・編成
統括本部副本部長

安武　弘晃 平成20年７月１日

取締役・執行役員・経営企画室室長
・採用育成部部長・ダイニング事業
担当役員

取締役・執行役員・ＣＥＯオフィス
経営企画室長

大西　芳明 平成20年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1)　当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　また、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）については、「企業内容等

の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日　内閣府令第65号）附則第

12条第２項ただし書きにより、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2)　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。　

なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）については、「企業内容等の

開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日　内閣府令第65号）附則第12

条第２項ただし書きにより、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年

６月30日まで）及び前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、また金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）及び当中間

会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

ては、新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年

７月１日をもって新日本有限責任監査法人となりました。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

科目

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度
要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

(百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※1 74,392 67,938 57,437

　２　受取手形及び売掛金 17,351 27,399 27,904

　３　割賦売掛金 ※1 62,833 76,439 70,739

　４　信用保証割賦売掛金 ※6 4,765 4,037 4,496

　５　資産流動化受益債権 ※4 96,538 126,675 110,144

　６　証券業における預託金 250,494 229,993 230,641

　７　証券業における信用取引資
産

250,104 154,232 188,703

　８　証券業における短期差入保
証金

8,875 11,070 8,730

　９　営業貸付金 ※1,4 156,739 157,540 158,964

　10　その他 ※4 70,085 63,271 89,886

　　　貸倒引当金 △31,827 △41,255 △44,446

流動資産合計 960,35576.0 877,34478.3 903,20077.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※2 23,3051.8 22,9032.0 24,0272.1

　２　無形固定資産

　　(1)のれん 65,187 63,288 64,465

　　(2)その他 22,717 31,039 28,944

無形固定資産合計 87,9057.0 94,3288.4 93,4108.1

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 ※1,3 164,599 89,147 104,070

　　(2)その他 ※1 31,230 41,916 39,321

　　　    　貸倒引当金 △3,446 △4,631 △5,107

投資その他の資産合計 192,38315.2 126,43211.3 138,28411.9

固定資産合計 303,59424.0 243,66421.7 255,72222.1

資産合計 1,263,950100.0 1,121,008100.0 1,158,923100.0
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科目

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度
要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）
金額

（百万円）
構成比

（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※1 6,987 16,277 16,667

　２　信用保証買掛金 ※6 4,765 4,037 4,496

　３　コマーシャル・ペーパー － 25,400 6,300

　４　短期借入金 ※1,5 261,436 227,650 225,197

　５　未払法人税等 3,025 4,799 17,074

　６　割賦利益繰延 798 575 693

　７　証券業における預り金 157,181 144,760 148,315

　８　証券業における信用取引負
債

※1 143,716 95,952 101,688

　９　証券業における有価証券担
保借入金

※1 57,902 17,606 40,666

　10　証券業における受入保証金 108,131 100,579 104,929

　11　引当金 ※6,7 6,622 7,733 7,144

　12　その他 ※1 86,951 66,888 77,266

流動負債合計 837,51966.3 712,26063.5 750,44164.8

Ⅱ　固定負債

　１　社債 8,000 15,515 8,010

　２　長期借入金 ※1 186,837 177,077 173,072

　３　引当金 195 244 211

　４　利息返還損失引当金 5,392 17,808 20,075

　５　繰延税金負債 18,685 603 5,838

　６　その他 843 4,080 3,529

固定負債合計 219,95317.4 215,32919.2 210,73718.2

Ⅲ　特別法上の準備金

　１　証券取引責任準備金 3,575 － 3,920

　２　金融商品取引責任準備金 － 3,206 －

特別法上の準備金合計 3,5750.3 3,2060.3 3,9200.3

負債合計 1,061,04883.9 930,79683.0 965,09983.3
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科目

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度
要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）
金額

（百万円）
構成比

（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 107,4238.5 107,4879.6 107,4539.3

　２　資本剰余金 119,4549.5 119,51710.7 119,48410.3

　３　利益剰余金 △51,218△4.1 △14,137△1.3 △20,122△1.7

　４　自己株式 △10 △0.0 △10 △0.0 △10 △0.0

株主資本合計 175,64813.9 212,85619.0 206,80417.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 19,3781.5 △29,970△2.7 △21,076△1.8

　２　繰延ヘッジ損益 79 0.0 30 0.0 26 0.0

　３　為替換算調整勘定 843 0.1 △385△0.0 81 0.0

評価・換算差額等合計 20,3021.6 △30,324△2.7 △20,968△1.8

Ⅲ　新株予約権 70 0.0 184 0.0 127 0.0

Ⅳ　少数株主持分 6,8800.5 7,4950.7 7,8590.7

純資産合計 202,90116.1 190,21117.0 193,82316.7

負債純資産合計 1,263,950100.0 1,121,008100.0 1,158,923100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

科目

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

Ⅰ　売上高 98,931100.0 121,814100.0 213,938100.0

Ⅱ　売上原価 14,56714.7 28,42623.3 39,48018.5

　 　売上総利益 84,36485.3 93,38776.7 174,45781.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 70,90171.7 75,12161.7 174,33881.5

　 　営業利益 13,46313.6 18,26615.0 118 0.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息及び受取配当
金

695 － －

　２　受取利息 － 110 274

　３　受取配当金 － 564 1,706

　４　有価証券売却益 1,105 － 1,105

　５　為替差益 342 40 259

　６　持分法による投資利益 572 53 1,047

　７　その他 3993,1153.1 401 1,1701.0 663 5,0562.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 856 829 1,505

　２　支払手数料 446 817 670

　３　その他 2861,5881.6 395 2,0411.7 623 2,7981.3

　 　経常利益 14,98915.2 17,39514.3 2,3761.1
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科目

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

金額
（百万円）

百分比
（％）

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 0 － －

　２　固定資産売却益 ※2 977 46 1,085

　３　持分変動利益 191 18 598

　４　投資有価証券売却益 11 － 659

　５　その他の関係会社有価
証券売却益

1,037 － 1,037

　６　投資有価証券受贈益 － 267 －

　７　金融商品取引責任準備
金戻入益

－ 714 －

　８　事業整理損失引当金戻
入益

－ 184 40

　９　関係会社株式売却益 － － 53,873

　10　その他 1172,3352.4 43 1,2741.0 14757,44026.8

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※3 198 1,503 1,425

　２　証券取引責任準備金繰
入額

433 － 778

　３　リース解約損 819 － 3,107

　４　減損損失 ※4 437 1,246 749

　５　クレジット事業整理損 411 － 411

　６　特別退職金 239 － 239

　７　過年度持分法投資損益
修正損

467 － 467

　８　投資有価証券評価損 － 641 322

　９　その他 1,0694,0764.11,2214,6123.8 1,6419,1444.3

　 　税金等調整前中間（当
期）純利益

13,24913.4 14,05611.5 50,67223.7

　 　法人税、住民税及び事業
税

4,022 4,710 20,941

　 　法人税等調整額 3,3837,4067.52,4247,1345.9△5,97014,9717.0

　 　少数株主利益又は損失
（△）

39 0.0 △371△0.3 △1,197△0.6

　 　中間（当期）純利益 5,8035.9 7,2936.0 36,89817.2
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

　

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高

（単位：百万円）
107,294 116,639 △56,894 △11 167,027

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 128 128 257

　株式交換による変動額 2,686 0 2,687

　剰余金の配当 △650 △650

　中間純利益 5,803 5,803

　持分法適用会社の除外に伴う

剰余金の増加額
523 523

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

（単位：百万円）
128 2,815 5,676 0 8,620

平成19年６月30日残高

（単位：百万円）
107,423 119,454 △51,218 △10 175,648

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主

持分

純資産

合計
その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高

（単位：百万円）
21,056 136 358 21,551 10 14,607203,196

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 257

　株式交換による変動額 2,687

　剰余金の配当 △650

　中間純利益 5,803

　持分法適用会社の除外に伴う

剰余金の増加額
523

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△1,677 △57 484 △1,249 59 △7,726 △8,915

中間連結会計期間中の変動額合計

（単位：百万円）
△1,677 △57 484 △1,249 59 △7,726 △294

平成19年６月30日残高

（単位：百万円）
19,378 79 843 20,302 70 6,880 202,901
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高

（単位：百万円）
107,453 119,484 △20,122 △10 206,804

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 33 33 66

　剰余金の配当 △1,307 △1,307

　中間純利益 7,293 7,293

　連結範囲の変動による増減 △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

（単位：百万円）
33 33 5,985 － 6,051

平成20年６月30日残高

（単位：百万円）
107,487 119,517 △14,137 △10 212,856

　

　

評価・換算差額等

新株予約

権

少数株主

持分

純資産

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年12月31日残高

（単位：百万円）
△21,076 26 81 △20,968 127 7,859193,823

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 66

　剰余金の配当 △1,307

　中間純利益 7,293

　連結範囲の変動による増減 △0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△8,893 4 △466 △9,355 57 △364 △9,663

中間連結会計期間中の変動額合計

（単位：百万円）
△8,893 4 △466 △9,355 57 △364 △3,611

平成20年６月30日残高

（単位：百万円）
△29,970 30 △385 △30,324 184 7,495190,211
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高

（単位：百万円）
107,294 116,639 △56,894 △11 167,027

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 159 159 318

　株式交換による変動額 2,686 0 2,687

　剰余金の配当 △650 △650

　当期純利益 36,898 36,898

　持分法適用会社の除外に伴う

剰余金の増加額
523 523

　自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

（単位：百万円）
159 2,845 36,771 0 39,777

平成19年12月31日残高

（単位：百万円）
107,453 119,484 △20,122 △10 206,804

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主

持分

純資産

合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高

（単位：百万円）
21,056 136 358 21,551 10 14,607203,196

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 318

　株式交換による変動額 2,687

　剰余金の配当 △650

　当期純利益 36,898

　持分法適用会社の除外に伴う

剰余金の増加額
523

　自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△42,132 △110 △277 △42,520 117 △6,747△49,150

連結会計年度中の変動額合計

（単位：百万円）
△42,132 △110 △277 △42,520 117 △6,747 △9,373

平成19年12月31日残高

（単位：百万円）
△21,076 26 81 △20,968 127 7,859 193,823
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

区分

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前中間（当期）純利益 13,249 14,056 50,672

　　　のれん償却額 1,856 1,926 3,752

　　　持分法による投資損益 △572 △53 　　　　△1,047

　　　減価償却費 3,721 5,894 8,518

　　　固定資産除却損 198 1,503 1,425

　　　開業費償却額 0 － 0

　　　有価証券売却益 △1,116 － △1,834

　　　投資有価証券評価損 10 641 322

　　　受取利息及び受取配当金 △695 △675 △1,981

　　　支払利息 856 829 1,505

　　　その他の損益調整 △319 334 △54,259

　　　売上債権の増減額 △574 479 △4,143

　　　割賦売掛金の増減額 522 △5,700 △7,382

　　　信用保証割賦売掛金の増減額 287 459 555

　　　資産流動化受益債権の増減額 △23,325 △16,531 △36,930

　　　信用保証買掛金の増減額 △287 △459 △555

　　　未払金及び未払費用の増減額 △1,274 △5,043 1,850

　　　前受金の増減額 1,527 1,875 △194

　　　割賦利益繰延の増減額 △110 △118 △214

　　　証券業における営業債権の増減額 △43,938 32,289 37,805

　　　証券業における営業債務の増減額 22,937 △13,234 △31,581

　　　証券取引責任準備金の増減額 433 － 778

　　　金融商品取引責任準備金の増減額 － △714 －

　　　有価証券貸借取引受入金の増減額 － △23,059 8,066

　　　営業貸付金の増減額 29,022 1,423 26,617

　　　その他 29,537 △9,959 41,947

　　　　小計 31,946 △13,833 43,692

　　　営業保証金の支払額 △40 △15,460 △399

　　　営業保証金の受取額 96 15,753 227

　　　法人税等の支払額 △4,623 △17,235 △8,496

　　　法人税等の還付額 4,068 775 7,942

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 31,446 △30,000 42,966
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区分

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の売却償還による収入 3,934 － 3,617

　　　投資有価証券の取得による支出 △6,458 △945 △8,650

　　　投資有価証券の売却償還による収入 4,872 186 68,518

　　　連結範囲の変更を伴うその他の関係会

社有価証券の売却による収入
3,225 － 3,225

　　　連結範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による支出
－ △268 △712

　　　連結範囲の変更を伴う子会社株式の売

却による収入
－ 184 －

　　　連結子会社株式の取得による支出 △705 △230 △653

　　　有形固定資産の取得による支出 △2,140 △2,810 △5,259

　　　有形固定資産の売却による収入 1,323 1,086 1,817

　　　無形固定資産の取得による支出 △5,948 △9,718 △11,370

　　　敷金保証金の支払による支出 △29 △199 △999

　　　敷金保証金の回収による収入 230 208 1,512

　　　繰延資産の取得による支出 △0 － △0

　　　貸付による支出 △13 △102 △440

　　　貸付金の回収による収入 20 2 442

　　　その他 1,603 △915 1,180

　　　利息及び配当金の受取額 993 737 2,842

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 907 △12,782 55,069
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区分

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額 △32,113 △33,023 △66,389

　　　コマーシャル・ペーパーの純増減額 8,300 19,100 △5,200

　　　長期借入による収入 4,706 93,380 37,004

　　　長期借入金の返済による支出 △31,878 △55,087 △83,105

　　　社債の償還による支出 － △2,495 －

　　　社債の発行による収入 － 9,863 3,000

　　　株式の発行による収入 257 66 318

　　　セール・アンド・リースバックによる

収入
－ 778 3,047

　　　リース債務の返済による支出 － △362 △139

　　　利息の支払額 △929 △847 △1,483

　　　少数株主の増資引受による収入 92 533 328

　　　少数株主の出資金払込による収入 40 － 40

　　　少数株主への出資金払戻による支出 △85 － △85

　　　配当金の支払額 △644 △1,287 △648

　　　少数株主への配当金の支払額 △265 △292 △315

　　　その他 － － △0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △52,520 30,326 △113,627

 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 638 △260 233

 Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 △19,527 △12,716 △15,358

 Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 89,219 73,860 89,219

 Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の

減少額
－ △7 －

 Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
69,691 61,136 73,860
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　　　39社

主要な連結子会社の名称

楽天オークション㈱

楽天ＫＣ㈱

楽天クレジット㈱

楽天トラベル㈱

楽天証券㈱

㈱楽天野球団

新たに連結子会社となった会社

　　　　　　　　　３社

主な会社の名称及び新規連結の

理由

（新規設立による）

楽天メッセンジャー㈱

Rakuten Travel Guam, Inc.

（新規取得による）

Trafficstrategies.com, LLC

連結子会社の数　　　　　45社

主要な連結子会社の名称

楽天オークション㈱

楽天ＫＣ㈱

楽天クレジット㈱

楽天トラベル㈱

楽天証券㈱

㈱楽天野球団

フュージョン・

コミュニケーションズ㈱

新たに連結子会社となった会社

　　　　　　　　　　 ５社

主な会社の名称及び新規連結の

理由

（新規設立による）

台湾楽天市場股?有限公司

Rakuten Europe S.a.r.l.

（新規取得による）

㈱ポーラスター投資顧問

（持分変動による）

㈱カサレアル

楽天モーゲージ㈱

連結子会社の数　　　　　46社

主要な連結子会社の名称

楽天オークション㈱

楽天ＫＣ㈱

楽天クレジット㈱

楽天トラベル㈱

楽天証券㈱

㈱楽天野球団

新たに連結子会社となった会社

　　　　　　　　　　 11社

主な会社の名称及び新規連結の

理由

（新規設立による）

楽天ビジネスサービス㈱

楽天ソシオビジネス㈱

Rakuten Travel Guam,Inc.

（新規取得による）

Trafficstrategies.com, LLC

CauseLoyalty, LLC

フュージョン・

コミュニケーションズ㈱

フュージョン・

ネットワークサービス㈱

佐賀フュージョンサービス㈱

ティー・ティー・ネット・

サービス㈱

連結の範囲から除外された会社

　　　　　　 ６社

主な会社の名称及び除外の理由

（合併による）

国内信販サービス㈱

楽天インシュアランス

プランニング㈱

（持分売却による）

シャテルドン・インベスター

ズ・ワン㈲を営業者とする匿

名組合

シャテルドン・インベスター

ズ・ツー㈲を営業者とする匿

名組合

（契約終了に伴う解散による）

ディレクト・ファンド・ワン

㈲を営業者とする匿名組合

ＲＳファンド１㈲を営業者と

する匿名組合

連結の範囲から除外された会社

６社

会社の名称及び除外の理由

（合併による）

Trafficstrategies.com, LLC

（持分売却による）

㈱宮崎マリーナ

楽天ティービー㈱

（契約終了に伴う解散による）

エムアイエス・インベスター

ズ㈲を営業者とする匿名組合

(会社清算による)

楽天メディア・インベストメ

ント㈱

(休眠化に伴う重要性の低下に

よる)

㈱サイドビー・ネットワーク

連結の範囲から除外された会社

７社

会社の名称及び除外の理由

（合併による）

楽天ブックス㈱

国内信販サービス㈱

楽天インシュアランス

プランニング㈱

（持分売却による）

シャテルドン・インベスター

ズ・ワン㈲を営業者とする匿

名組合

シャテルドン・インベスター

ズ・ツー㈲を営業者とする匿

名組合

（契約終了に伴う解散による）

ディレクト・ファンド・ワン

㈲を営業者とする匿名組合

ＲＳファンド１㈲を営業者と

する匿名組合
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

非連結子会社の数：      10社

主な非連結子会社の名称

ナック・ヘルスケア・

インベスターズ・スリー(有)

を営業者とする匿名組合

(有)エムアイエス・インベス

ターズ・スリーを営業者とす

る匿名組合

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社を営業者とする匿名

組合

ブリッツクリーク・スリー

(有) を営業者とする匿名組合

（連結子会社としなかった理由）

非連結子会社とした各社のう

ち、各匿名組合についてはいずれ

も不動産関連の投資事業組合の

運営を目的としており、当該各社

の経営に対する当社グループの

関与は極めて限定的であること

及び当該各社の総資産、売上高、

利益等はいずれも当中間連結会

計期間の中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないことから、

連結の範囲から除外しておりま

す。

また、その他の各社について

は、総資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませんので、

連結の範囲から除いております。

非連結子会社の数：      14社

主な非連結子会社の名称

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社

㈱サイドビー・ネットワーク

（連結子会社としなかった理由）

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社は、不動産関連の投資事

業組合の運営を目的としており、

当該会社の経営に対する当社グ

ループの関与は極めて限定的で

あること及び当該会社の総資産、

売上高、利益等はいずれも当中間

連結会計期間の連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないことか

ら、連結の範囲から除外しており

ます。

また、その他の各社について

は、当該各社の総資産、売上高、利

益等はいずれも小規模であり、全

体としても当中間連結会計期間

の中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないことから、連結の

範囲から除外しております。

なお、㈱オーネットについて

は、議決権の過半数を自己の計

算において所有しております

が、営業取引として投資育成目

的で所有し、議決権の大部分を

売却する計画があること、また

同社の営む事業は当社の営む事

業と異なるため、シナジー効果、

連携効果、取引関係はないこと

から、子会社としておりません。

非連結子会社の数：      ８社

主な非連結子会社の名称

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社

（連結子会社としなかった理由）

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社は、不動産関連の投資事

業組合の運営を目的としており、

当該会社の経営に対する当社グ

ループの関与は極めて限定的で

あること及び当該会社の総資産、

売上高、利益等はいずれも当連結

会計年度の連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないことから、連

結の範囲から除外しております。

また、その他の各社について

は、当該各社の総資産、売上高、利

益等はいずれも小規模であり、全

体としても当連結会計年度の連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないことから、連結の範囲から

除外しております。

なお、㈱オーネットについて

は、議決権の過半数を自己の計

算において所有しております

が、営業取引として投資育成目

的で所有し、議決権の大部分を

売却する計画があること、また

同社の営む事業は当社の営む事

業と異なるため、シナジー効果、

連携効果、取引関係はないこと

から、子会社としておりません。

２　持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数　11社

主要な関連会社の名称

Ctrip.com 

International, Ltd.

楽天ANAトラベルオンライン

㈱

テクマトリックス㈱

新たに持分法適用関連会社と

なった会社　　　　１社

会社の名称及び新規持分法適

用の理由

（新規取得による）

㈱カサレアル

持分法適用の関連会社数　12社

主要な関連会社の名称

テクマトリックス㈱

楽天ANAトラベルオンライン

㈱

新たに持分法適用関連会社と

なった会社　　　　１社

会社の名称及び新規持分法適

用の理由

（新規取得による）

㈱ドリコム

持分法適用の関連会社数　13社

主要な関連会社の名称

テクマトリックス㈱

楽天ANAトラベルオンライン㈱

新たに持分法適用関連会社と

なった会社　　　　４社

会社の名称及び新規持分法適

用の理由

（新規設立による）

楽天・ファスト

・モバイルサーチ㈱

（新規取得による）

㈱カサレアル

㈱ネッツ・パートナーズ

（持分の増加による）

㈱オウケイウェイヴ
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

持分法適用の範囲から除外され

た会社　　　　　　　　　２社

会社の名称及び持分法適用除外

の理由

（持分売却による）

リエゾンパートナーズ㈱

（兼務役員の辞任及び業務提携

の解消に伴う影響力の低下によ

る）

㈱ローソンチケット

持分法適用関連会社から除外し

た会社　　　　　　　　　２社

会社の名称及び持分法適用除外

の理由

（持分変動による）

㈱カサレアル

楽天モーゲージ㈱

持分法適用関連会社から除外した

会社　　　　　　　   　　３社

会社の名称及び持分法適用除外の

理由

（持分売却による）

リエゾンパートナーズ㈱

Ctrip.com International,Ltd.

（兼務役員の辞任及び業務提携の

解消に伴う影響力の低下によ

る）

㈱ローソンチケット

持分法を適用していない非連結

子会社　　　　　　　　　10社

会社の名称及び持分法を適用し

ていない理由

ナック・ヘルスケア・インベス

ターズ・スリー(有)を営業者と

する匿名組合　　　 ほか９社

持分法を適用していない非連

結子会社とした各社のうち、各匿

名組合についてはいずれも不動

産関連の投資事業組合の運営を

目的としており、当該各社の経営

に対する当社グループの関与は

極めて限定的であること及び中

間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性が無いことから

持分法の適用範囲から除外して

おります。

また、その他の各社について

は、中間純損益及び利益剰余金等

の観点からみていずれも小規模

であり、全体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

おりませんので、持分法の適用範

囲から除外しております。

持分法を適用していない非連結

子会社　　　　　　　　 14社

会社の名称及び持分法を適用し

ていない理由

ブリッツクリーク・ツー特定

目的会社　　　 　　ほか13社

持分法を適用していない非

連結子会社とした各社のうち、

ブリッツクリーク・ツー特定目

的会社については、不動産関連

の投資事業組合の運営を目的と

しており、当該会社の経営に対

する当社グループの関与は極め

て限定的であること及び中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であることから持分

法の適用範囲から除外しており

ます。

また、その他の各社について

は、中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ことから持分法の適用範囲から

除外しております。

持分法を適用していない非連結子

会社　　　　　　　　 　  ８社

会社の名称及び持分法を適用して

いない理由

ブリッツクリーク・ツー特定目

的会社　　　　　  　ほか７社

持分法を適用していない非連

結子会社とした各社のうち、ブ

リッツクリーク・ツー特定目的会

社については、不動産関連の投資

事業組合の運営を目的としてお

り、当該会社の経営に対する当社

グループの関与は極めて限定的で

あること及び連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

ることから持分法の適用範囲から

除外しております。

また、その他の各社について

は、連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないことか

ら持分法の適用範囲から除外して

おります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

持分法を適用していない関連会

社　　　　　　　　  　　２社

会社の名称及び持分法を適用し

ていない理由

ナック・ヘルスケア・インベ

スターズ・ツー(有) を営業

者とする匿名組合

エムアイエス・インベスター

ズ・ツー(有) を営業者とす

る匿名組合

持分法を適用していない関連

会社とした各社はいずれも不動

産関連の投資事業組合の運営を

目的としており、当該各社の経営

に対する当社グループの関与は

極めて限定的であること及び中

間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性が無いことから

持分法の適用範囲から除外して

おります。

３　連結子会社の中間決算日(決

算日)等に関する事項

以下の連結子会社を除く連結

子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と同一であります。

９月末日が中間決算日の会社

楽天ＫＣ㈱、梶山倉庫㈱、楽天

証券ホールディングス㈱、楽天

証券㈱、楽天アセットマネジメ

ント㈱、楽天ストラテジック

パートナーズ㈱、楽天リアル

ティマネジメント㈱、楽天投信

㈱

３月末日が中間決算日の会社

㈱宮崎マリーナ

上記の連結子会社のうち、９

月末日、３月末日が中間決算日の

各社においては、６月末日で仮決

算を実施しております。

以下の連結子会社を除く連結

子会社の中間決算日は、中間連結

決算日と同一であります。

９月末日が中間決算日の会社

楽天ＫＣ㈱、梶山倉庫㈱、楽天

証券ホールディングス㈱、楽天

証券㈱、楽天アセットマネジメ

ント㈱、楽天ストラテジック

パートナーズ㈱、楽天投信㈱、

㈱ポーラスター投資顧問、

フュージョン・コミュニケー

ションズ㈱、フュージョン・

ネットワークサービス㈱、佐賀

フュージョンサービス㈱、

ティー・ティー・ネット・

サービス㈱、㈱カサレアル

９月末日が中間決算日である

上記の連結子会社各社において

は、６月末日で仮決算を実施し

ております。

以下の連結子会社を除く連結

子会社の決算日は、12月末日であ

ります。

３月末日が決算日の会社

楽天ＫＣ㈱、梶山倉庫㈱、楽天

証券ホールディングス㈱、楽天

証券㈱、楽天アセットマネジメ

ント㈱、楽天ストラテジック

パートナーズ㈱、楽天投信㈱、

フュージョン・コミュニケー

ションズ㈱、フュージョン・

ネットワークサービス㈱、佐賀

フュージョンサービス㈱、

ティー・ティー・ネット・

サービス㈱、Ｋ２クレジット

サービス㈱

９月末日が決算日の会社

㈱宮崎マリーナ

３月末日、９月末日が決算日

である上記の連結子会社各社に

おいては、12月末日で仮決算を実

施しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

４　会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び

   評価方法

有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び

   評価方法

有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び

   評価方法

有価証券

① 売買目的有価証券

約定基準による時価法

② その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）

① 売買目的有価証券

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

同左

① 売買目的有価証券

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

① 有形固定資産

主として定率法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を採

用しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年度の法人税

法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定

資産については、改正法人税法

に規定する償却方法により減

価償却費を計上しております。

（追加情報）

国内連結子会社のうち３月

決算の各社は、平成19年３月31

日以前に取得したものについ

て、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年度から５年間で

均等償却する方法によってお

ります。

なお、当該変更に伴う影響

額は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を

除く）

主として定率法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を採

用しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついては、主として改正法人税

法に規定する償却方法により

減価償却費を計上しておりま

す。

（追加情報）

当中間連結会計期間より、

当社及び国内連結子会社のう

ち12月決算の各社は、平成19年

３月31日以前に取得した有形

固定資産について、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年

度から５年間で均等償却する

方法によっております。

また、国内連結子会社のう

ち３月決算の各社は、既に前連

結会計年度より上記方法によ

る処理を開始しております。

なお、当該変更に伴う影響

額は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

① 有形固定資産

主として定率法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を採

用しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年度の法人税

法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定

資産については、改正法人税法

に規定する償却方法により減

価償却費を計上しております。

（追加情報）

国内連結子会社のうち３月

決算の各社は、平成19年３月31

日以前に取得したものについ

て、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年度から５年間で

均等償却する方法によってお

ります。

なお、当該変更に伴う影響

額は軽微であります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

② 無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法を、特許権に

ついては７年の定額法を採用

しております。

② 無形固定資産（リース資産

を除く）

同左

② 無形固定資産

同左

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

③リース資産

 所有権移転ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適

用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

 所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

 

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上してお

ります。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 

②退職給付引当金

一部の連結子会社では、従

業員の将来の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌期

から処理することとしていま

す。

②退職給付引当金

同左

②退職給付引当金

一部の連結子会社では、従

業員の将来の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額

に基づき当連結会計年度末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌期

から処理することとしていま

す。

③役員退職慰労引当金

一部の連結子会社では、役

員退職慰労金支給に備えるた

め、役員退職慰労金に関する

社内規程に基づく期末要支給

額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

同左

③役員退職慰労引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

④証券取引責任準備金

一部の連結子会社では、証

券事故による損失に備えるた

め、証券取引法第51条の規定に

基づき「証券会社に関する内

閣府令」第35条に定めるとこ

ろにより算出した額を計上し

ております。

④金融商品取引責任準備金

一部の連結子会社では、証

券事故による損失に備えるた

め、金融商品取引法第46条の５

の規定に基づき「金融商品取

引業等に関する内閣府令」第

175条に定めるところにより算

出した額を計上しております。

④証券取引責任準備金

一部の連結子会社では、証券

事故による損失に備えるため、

旧証券取引法第51条の規定に

基づき旧「証券会社に関する

内閣府令」第35条に定めると

ころにより算出した額を計上

しております。

⑤ポイント引当金

顧客に付与されたポイント

の使用による費用発生に備え

るため、当中間連結会計期間末

において将来使用されると見

込まれる額を計上しておりま

す。

⑤ポイント引当金

同左

⑤ポイント引当金

顧客に付与されたポイント

の使用による費用発生に備え

るため当連結会計年度末にお

いて将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。

⑥賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当中間連結会計

期間に見合う分を計上してお

ります。

（追加情報）

当社及び一部の連結子会社

では、従来、従業員賞与の支給

見込額を未払費用として流動

負債の「その他」に計上して

おりましたが、当中間連結会計

期間において従業員賞与の支

給対象期間を変更したことか

ら、「未払従業員賞与の財務諸

表における表示科目につい

て」（リサーチ・センター審

理情報No.15）により、当中間

連結会計期間から支給見込額

に基づき当中間連結会計期間

に見合う分を賞与引当金とし

て流動負債の「引当金」に計

上しております。

⑥賞与引当金

当社及び一部の連結子会社

では、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当中間連結会

計期間に見合う分を計上して

おります。

⑥賞与引当金

当社及び一部の連結子会社

では、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当連結会計年

度に見合う分を計上しており

ます。

（追加情報）

当社及び一部の連結子会社

では、当連結会計年度において

従業員賞与の支給対象期間を

変更したことから、当連結会計

年度より支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う分を

賞与引当金として計上してお

ります。

⑦債務保証損失引当金

一部の連結子会社では、債

務保証に係る損失に備えるた

め、損失発生見込額を計上して

おります。

⑦債務保証損失引当金

同左

⑦債務保証損失引当金

同左

⑧役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備

えるため、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間末に

負担すべき額を計上しており

ます。

⑧役員賞与引当金

同左

⑧役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備

えるため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度末に負担

すべき額を計上しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

⑨事業整理損失等引当金

楽天ＫＣ㈱における事業再

構築に伴い、今後発生が見込ま

れる費用負担に備えるため、将

来の費用見積額を計上してお

ります。

⑨事業整理損失等引当金

同左

⑨事業整理損失等引当金

同左

⑩利息返還損失引当金

将来の利息返還損失に備え

るため、合理的見積り期間に係

る利息返還請求件数の返還実

績率、平均返還額等を勘案し、

将来返還が見込まれる額を計

上しております。

なお、見積返還額のうち債

権に充当されると見込まれる

金額3,581百万円については、

貸倒引当金に含めて計上して

おります。

なお、前中間連結会計期間

においては流動負債に計上し

ておりましたが、「消費者金融

会社等の利息返還請求による

損失に係る引当金の計上に関

する監査上の取り扱い」（日

本公認会計士協会業種別委員

会報告第37号 平成18年10月13

日）が公表されたことを踏ま

え、固定負債の部に計上してお

ります。

⑩利息返還損失引当金

将来の利息返還損失に備え

るため、合理的見積り期間に係

る利息返還請求件数の返還実

績率、平均返還額等を勘案し、

将来返還が見込まれる額を計

上しております。

なお、見積返還額のうち債

権に充当されると見込まれる

金額16,122百万円については、

貸倒引当金に含めて計上して

おります。

⑩利息返還損失引当金

将来の利息返還損失に備え

るため、合理的見積り期間に係

る利息返還請求件数の返還実

績率、平均返還額等を勘案し、

将来返還が見込まれる額を計

上しております。

なお、見積返還額のうち債

権に充当されると見込まれる

金額18,042百万円については、

貸倒引当金に含めて計上して

おります。

（追加情報）

利息返還損失引当金につい

ては、従来より合理的見積り期

間に係る利息返還請求件数の

返還実績率・平均返還額等を

勘案した所要額を計上してお

りますが、当連結会計年度にお

いて、利息返還請求に関する実

績データの蓄積・整備が進ん

だことから、将来の利息返還見

込み総額を、より精緻な返済形

態に応じて最終的に返還請求

が予測される件数に基づき算

定しております。

この結果、従来の見積り方

法と比較して、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ25,122百万円

減少しております。

(4)重要な繰延資産の処理方法

開業費

開業した年度に全額費用と

して処理しております。

(4)重要な繰延資産の処理方法

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

(4) 重要な繰延資産の処理方法

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

株式交付費

発行時に全額費用として処

理しております。

株式交付費

同左

株式交付費

同左

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

社債発行費

発行時に全額費用として処

理しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、貸手側、借手

側いずれも通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース取引に関する会計基

準の改正適用初年度開始前に

取得した所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引について

は、貸手側、借手側いずれも通

常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており

ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、貸手側、借手

側いずれも通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては繰

延ヘッジ会計を適用しており

ます。ただし、特例処理の要件

を満たすものについては、特例

処理を採用しております。

また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務等及

び営業取引に関わる外貨建金

銭債権債務については、振当処

理を行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップ及び一部金利

キャップについては繰延ヘッ

ジ会計を適用しております。た

だし、特例処理の要件を満たす

ものについては、特例処理を採

用しております。

また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務等及

び営業取引に関わる外貨建金

銭債権債務については、振当処

理を行っております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ　為替予約

ヘッジ対象

借入金　外貨建差入保証金

営業取引に関る外貨建金

銭債権債務

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ　為替予約

金利キャップ

ヘッジ対象

借入金　外貨建差入保証金

営業取引に関わる外貨建金

銭債権債務

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行って

おります。

外貨建差入保証金の有する

為替変動リスクを社内規程に

従い、保有期間を通して効果的

にヘッジする目的で為替予約

を行っております。

営業取引に関わる外貨建金

銭債権債務の有する為替変動

リスクを一定の社内ルールに

従い、証券取引の実需に伴う範

囲で、将来の為替金利の変動に

よるリスクを回避する目的で

為替予約を行なっております。

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引及び金利キャップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っておりま

す。

外貨建差入保証金の有する

為替変動リスクを社内規程に

従い、保有期間を通して効果的

にヘッジする目的で為替予約

を行っております。

営業取引に関わる外貨建金

銭債権債務の有する為替変動

リスクを一定の社内ルールに

従い、証券取引の実需に伴う範

囲で、将来の為替金利の変動に

よるリスクを回避する目的で

為替予約を行なっております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、

ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累

計を半期毎に比較し、両者の変

動等を基礎にして、ヘッジの有

効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利

スワップ取引については、有効

性の評価を省略しております。

為替予約取引については、

ヘッジ対象取引との通貨単位、

取引金額及び決済期日同一性

について、社内管理資料に基づ

き有効性評価を行っておりま

す。

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップ及び金利

キャップについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段のキャッシュ

・フロー変動の累計を半期毎

に比較し、両者の変動等を基礎

にして、ヘッジの有効性を評価

しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ

取引については、有効性の評価

を省略しております。

為替予約取引については、

ヘッジ対象取引との通貨単位、

取引金額及び決済期日同一性

について、社内管理資料に基づ

き有効性評価を行っておりま

す。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

(7) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は主として税抜方式に

よっております。

(7) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

(7) その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

②収益の計上基準

１．マージン売上

商品等の取扱高（流通総

額）に比例して利用料が計算

される「マージン売上」のう

ちキャンセル受付期間が設定

されている取引については、取

引発生時にキャンセル発生見

込額を控除した取引高に対す

る利用料を売上として計上し

ております。

なお、キャンセル発生見込

額はキャンセル発生実績率に

基づき算出しております。

②収益の計上基準

１．マージン売上

同左

②収益の計上基準

１．マージン売上

同左

キャンセル受付期間完了前

売上高　　　　 2,182百万円

キャンセル受付期間完了前

売上高　　　　　2,576百万円

キャンセル受付期間完了前

売上高　　　　　2,848百万円

２．顧客手数料

総合あっせん

主として7・8分法

個品あっせん

主として7・8分法

信用保証

主として残債方式

融資

主として残債方式

２．顧客手数料

同左

２．顧客手数料

同左

３．加盟店手数料

加盟店との立替払契約履行

時に一括して収益計上するこ

ととしております。

３．加盟店手数料

同左

３．加盟店手数料

同左

５　のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

のれんの償却については、そ

の効果が及ぶと見積もられる期

間で均等償却することとしてお

ります。ただし、金額が少額の場

合は、発生時に全額償却しており

ます。

なお、楽天ＫＣ㈱・楽天リ

サ ー チ ㈱ ・

LinkShare Corporation等の買収

等案件については、それぞれ当社

グループ事業との関連性が高く、

長期的な視野に立った企業価値

評価に基づき買収を実施してお

ります。

したがって、当該のれんの償

却については、合理的な見積りに

基づき企業結合に係る会計基準

に定める最長期間である20年で

償却し、販売費及び一般管理費と

して計上しております。

のれんの償却については、そ

の効果が及ぶと見積もられる期

間で均等償却することとしてお

ります。ただし、金額が少額の場

合は、発生時に全額償却しており

ます。

なお、楽天ＫＣ㈱・楽天リ

サ ー チ ㈱ ・

LinkShare Corporation等の買収

等案件については、それぞれ当社

グループ事業との関連性が高く、

長期的な視野に立った企業価値

評価に基づき買収を実施してお

ります。

したがって、当該のれんの償

却については、合理的な見積り

に基づき企業結合に係る会計基

準に定める最長期間である20年

で償却し、販売費及び一般管理

費として、負ののれんの償却に

ついては営業外収益として計上

しております。

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

６　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッシュ・

フロー計算書)における資金の

範囲

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から3ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

おります。
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会計処理方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

（有形固定資産の減価償却の処理

方法）

当中間連結会計期間より、法人税

法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律

第６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降取得資産の減価償却限

度額の計算方法については、改正後

の法人税法に基づく方法に変更して

おります。

なお、この変更に伴う影響額は軽

微であります。

 

（リース取引に関する会計基準）

  「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　改正平

成19年３月30日　企業会計基準第13

号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　改正平成19年３月30日　

企業会計基準適用指針第16号）が

平成19年４月１日以後に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表

から適用できることになったこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

会計基準及び同適用指針を適用し

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初

年度前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を引続き採用しております。

  これによる資産、負債及び損益に

与える影響額は軽微であります。

 

（有形固定資産の減価償却の処理

方法）

  当連結会計年度より、法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正

する法律　平成19年３月30日　法律

第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降取得資産の減価

償却限度額の計算方法については、

改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。

  なお、この変更に伴う影響額は軽

微であります。

（企業結合に係る会計基準等）

当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　平成17年12月27日　最終改正

平成18年12月22日　企業会計基準適

用指針第10号）を適用しておりま

す。

中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。

（中間連結貸借対照表）

「連結調整勘定」は、当中間連結

会計期間より「のれん」として表示

しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計

算書）

「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間より「のれん償却

額」として表示しております。

（金融商品取引責任準備金）

従来、一部の連結子会社にて、旧証

券取引法第51条及び旧「証券会社に

関する内閣府令」第35条に基づき計

上しておりました「証券取引責任準

備金」は、金融商品取引法施行に伴

い、当中間連結会計期間より、同法第

46条の５及び「金融商品取引業等に

関する内閣府令」第175条に基づき

「金融商品取引責任準備金」として

計上する方法に変更しております。

  これによる損益に与える影響額は

軽微であります。

（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月27日　最終改正平成

19年11月15日　改正企業会計基準適

用指針第10号）を適用しておりま

す。

  連結財務諸表規則の改正による連

結財務諸表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。

（連結貸借対照表）

  「連結調整勘定」及び「営業権」

は、当連結会計年度より「のれん」

として表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

  「連結調整勘定償却額」は、当連

結会計年度より「のれん償却額」と

して表示しております。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

（中間連結貸借対照表）

前中間連結会計期間で表示していた「買掛金」は、当

中間連結会計期間においては、「支払手形及び買掛金」

に含めて表示しております。

「証券業における有価証券担保借入金」は、前中間連

結会計期間において「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間連結会計期間において重要性が増した

ため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間

の「証券業における有価証券担保借入金」の金額は

17,071百万円であります。

前中間連結会計期間で表示していた「退職給付引当

金」及び「役員退職慰労引当金」は、金額的に重要性が

乏しいため、当中間連結会計期間より固定資産の「引当

金」として以下のとおり集約表示しております。

 

退職給付引当金 170百万円

役員退職給付引当金 25百万円

引当金　計 195百万円

 

（中間連結貸借対照表）

前中間連結会計期間で流動負債の「その他」にて表

示していた「コマーシャル・ペーパー」は金額的重要

性が増したため、当中間連結会計期間より、区分掲記し

ております。

なお、前中間連結会計期間の「コマーシャル・ペー

パー」は19,800百万円であります。

（中間連結損益計算書）

前中間連結会計期間で営業外利益にて表示していた

「受取利息及び受取配当金」については、当中間連結会

計期間よりそれぞれ区分掲記し、「受取利息」及び「受

取配当金」として表示しております。

なお、前中間連結会計期間の「受取利息」は139百万

円、「受取配当金」は556百万円であります。

前中間連結会計期間で特別利益の「その他」にて表

示していた「事業整理損失引当金戻入益」については、

金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間の「事業整理損失引当金戻

入益」は40百万円であります。

前中間連結会計期間で特別損失にて表示していた

「リース解約損」については、金額的重要性が乏しいた

め、当中間連結会計期間より特別損失の「その他」に含

めて表示しております。

なお、当中間連結会計期間の「リース解約損」は151

百万円であります。

前中間連結会計期間で特別損失の「その他」にて表

示していた「投資有価証券評価損」については、金額的

重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。

なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券評価損」

は10百万円であります。

（中間連結損益計算書）

「減損損失」は、前中間連結会計期間では特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結

会計期間において特別損失の100分の10を超え金額的重

要性が増したため、区分掲記しております。なお、前中間

連結会計期間の「減損損失」の金額は420百万円であり

ます。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「有価証券貸借取引受入金の増減額」については、当中

間連結会計期間において重要性が増したため、区分掲記

しております。

なお、前中間連結会計期間の「有価証券貸借取引受入

金の増減額」の金額は25,302百万円であります。

 

次へ
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成19年12月31日)

※１　担保に供されている資産

(1)担保に供されている資産

預金 112百万円

割賦売掛金及び

営業貸付金

135,886百万円

リース契約債権 691百万円

投資有価証券 120,708百万円

合計 257,398百万円

 

上記のほか、短期借入金の担保と

して自己融資見返り株券25,544百万

円を差入れております。また、短期借

入金及び信用取引借入金の担保とし

て信用取引受入保証金代用有価証券

63,269百万円を差入れております。

また、有価証券貸借取引受入金

57,902百万円の担保として消費貸借

契約により貸し付けた有価証券を差

入れております。

※１　担保等に供されている資産

(1)担保に供されている資産

預金 100百万円

割賦売掛金及び

営業貸付金

124,560百万円

リース契約債権 296百万円

投資有価証券 64,895百万円

合計 189,853百万円

 

上記のほか、短期借入金の担保と

して自己融資見返り株券14,228百万

円を、短期借入金及び信用取引借入

金の担保として信用取引の信用取引

受入保証金代用有価証券34,844百万

円を差入れております。また、有価証

券担保借入金17,606百万円の担保と

して消費貸借契約により貸し付けた

有価証券を差入れております。

※１　担保等に供されている資産

(1)担保に供されている資産

預金 100百万円

割賦売掛金及び

営業貸付金

139,530百万円

リース契約債権 443百万円

投資有価証券 76,973百万円

合計 217,047百万円

 

上記のほか、短期借入金の担保と

して自己融資見返り株券18,384百万

円を、短期借入金及び信用取引借入

金の担保として信用取引の信用取引

受入保証金代用有価証券45,470百万

円を差入れております。また、有価証

券担保借入金40,666百万円の担保と

して消費貸借契約により貸し付けた

有価証券を差入れております。

 

(2)担保資産の対象となる債務

短期借入金 69,569百万円

1年以内返済
長期借入金

68,651百万円

証券業における
信用取引借入金

117,626百万円

長期借入金 119,824百万円

合計 375,670百万円

 

(2)担保資産の対象となる債務

短期借入金 48,570百万円

1年以内返済長
期借入金

92,228百万円

証券業におけ
る信用取引借
入金

68,475百万円

長期借入金 72,987百万円

未払金 55百万円

買掛金 1,086百万円

合計 283,402百万円

 

(2)担保資産の対象となる債務

短期借入金 59,763百万円

1年以内返済
長期借入金

64,983百万円

証券業における
信用取引借入金

84,409百万円

長期借入金 115,739百万円

未払金 70百万円

買掛金 1,780百万円

合計 326,746百万円

 

(3)差入れている有価証券の時価額

信用取引貸証券 27,737百万円

信用取引借入金の本担保証券

117,820百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券

58,884百万円
 

(3)差入れている有価証券の時価額

信用取引貸証券 27,670百万円

信用取引借入金の本担保証券

66,470百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券

16,966百万円

 

(3)差入れている有価証券の時価額

信用取引貸証券 17,638百万円

信用取引借入金の本担保証券

83,412百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券

40,007百万円
 

(4)差入を受けている有価証券の時

価額

信用取引貸付金の本担保証券

234,707百万円

信用取引借証券 1,940百万円

受入保証金代用有価証券

220,457百万円

 

(4)差入を受けている有価証券の時

価額

信用取引貸付金の本担保証券

130,613百万円

信用取引借証券 3,691百万円

受入保証金代用有価証券

166,411百万円

 

(4)差入を受けている有価証券の時

価額

信用取引貸付金の本担保証券

161,539百万円

信用取引借証券 1,790百万円

受入保証金代用有価証券

178,143百万円
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成19年12月31日)

※２　有形固定資産の減価償却累計

額

26,851百万円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計

額

27,302百万円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計

額

28,561百万円

 

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「投資有価証券」のう

ち、56百万円を貸株に供しておりま

す。

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「投資有価証券」のう

ち、61百万円を貸株に供しておりま

す。

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「投資有価証券」のう

ち、60百万円を貸株に供しておりま

す。

※４　貸出コミットメントライン契約

一部連結子会社はクレジットカー

ドに附帯するキャッシング及びカー

ドローンによる融資業務を行ってお

ります。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る未実行残高は以

下のとおりです。

貸出コミットメントラインの総額

1,200,876百万円

貸出実行残高 326,341百万円

未実行残高 874,534百万円
 
なお、同契約は融資実行されずに

終了するものもあり、かつ、利用限度

額についても当社グループが任意に

増減させることができるものである

ため融資未実行残高は当社グループ

のキャッシュ・フローに必ずしも重

要な影響を与えるものではありませ

ん。

※４　貸出コミットメントライン契約

一部連結子会社はクレジットカー

ドに附帯するキャッシング及びカー

ドローンによる融資業務等を行って

おります。当該業務等における貸出

コミットメントに係る未実行残高は

以下のとおりです。

貸出コミットメントラインの総額

1,212,369百万円

貸出実行残高 301,647百万円

未実行残高 910,722百万円
 
なお、同契約は融資実行されずに

終了するものもあり、かつ、利用限度

額についても当社グループが任意に

増減させることができるものである

ため融資未実行残高は当社グループ

のキャッシュ・フローに必ずしも重

要な影響を与えるものではありませ

ん。

※４　貸出コミットメントライン契約

一部連結子会社はクレジットカー

ドに附帯するキャッシング及びカー

ドローンによる融資業務を行ってお

ります。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る未実行残高は以

下のとおりです。

貸出コミットメントラインの総額

1,191,915百万円

貸出実行残高 318,839百万円

未実行残高 873,076百万円
 
なお、同契約は融資実行されずに

終了するものもあり、かつ、利用限度

額についても当社グループが任意に

増減させることができるものである

ため融資未実行残高は当社グループ

のキャッシュ・フローに必ずしも重

要な影響を与えるものではありませ

ん。

※５　借入コミットメントライン契約

一部の連結子会社では、複数の銀

行と借入コミットメントライン契約

を締結しており、未実行残高は次の

とおりです。

借入コミットメントラインの総額

79,200百万円

借入実行残高 56,150百万円

未実行残高 23,050百万円

なお当社では、借入コミットメン

トラインの契約期限が平成19年６月

29日付で満了しており、当中間連結

会計期間末日においては該当はござ

いませんが、平成19年７月２日付で

株式会社三井住友銀行、株式会社み

ずほコーポレート銀行、住友信託銀

行株式会社、農林中央金庫及び株式

会社三菱東京UFJ銀行と改めて総額

33,000百万円の借入コミットメント

ライン契約を締結しております。

※５　借入コミットメントライン契約

当社及び一部の連結子会社では、

複数の銀行と借入コミットメントラ

イン契約を締結しており、未実行残

高は次のとおりです。

借入コミットメントラインの総額

90,600百万円

借入実行残高 16,210百万円

未実行残高 74,390百万円

 

※５　借入コミットメントライン契約

当社及び一部の連結子会社では、

複数の銀行と借入コミットメントラ

イン契約を締結しており、未実行残

高は次のとおりです。

借入コミットメントラインの総額

104,050百万円

借入実行残高 43,000百万円

未実行残高 61,050百万円
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成19年12月31日)

※６　信用保証割賦売掛金及び信用保

証買掛金

一部の連結子会社にて返済金の計

算、請求及び回収事務等を行わない

信用保証残高39,947百万円について

は、信用保証割賦売掛金及び信用保

証買掛金からは除いております。

※６　信用保証割賦売掛金及び信用保

証買掛金

一部の連結子会社にて返済金の計

算、請求及び回収事務等を行わない

信用保証について、信用保証割賦売

掛金及び信用保証買掛金から除いて

計上しております。当該信用保証残

高の状況は次のとおりです。

信用保証 35,682百万円
債務保証損失
引当金 △100百万円

差引 35,582百万円

 

※６　信用保証割賦売掛金及び信用保

証買掛金

一部の連結子会社にて返済金の計

算、請求及び回収事務等を行わない

信用保証残高38,505百万円について

は、信用保証割賦売掛金及び信用保

証買掛金からは除いております。

※７　保証債務の残高

一部連結子会社にて営業保証業務

（一般顧客が一部連結子会社の業務

提携先から受けた融資に係る債務に

ついて、一般顧客に対し債務保証を

する業務）を行っております。当該

業務における保証債務残高の状況は

次のとおりです。

信用保証業務の保証債務残高

保証債務 231百万円

債務保証損失引当金 △3百万円

差引 228百万円

 

※７　保証債務の残高

一部連結子会社にて営業保証業務

（一般顧客が一部連結子会社の業務

提携先から受けた融資に係る債務に

ついて、一般顧客に対し債務保証す

る業務）を行っております。当該業

務における保証債務残高の状況は次

のとおりです。

信用保証業務の保証債務残高

保証債務 220百万円

債務保証損失引当金 △2百万円

差引 218百万円

 

※７　保証債務の残高

一部連結子会社にて営業保証業務

（一般顧客が一部連結子会社の業務

提携先から受けた融資に係る債務に

ついて、一般顧客に対し債務保証す

る業務）を行っております。当該業

務における保証債務残高の状況は次

のとおりです。

信用保証業務の保証債務残高

保証債務 232百万円

債務保証損失引当金 △1百万円

差引 231百万円
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費及び販

売促進費

6,443百万円

人件費 12,616百万円

減価償却費 3,423百万円

通信費及び保守費 5,365百万円

委託費及び外注費 9,612百万円

貸倒損失 49百万円

貸倒引当金繰入額 13,972百万円

利息返還損失引当

金繰入額

2,980百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費及び販

売促進費

1,627百万円

人件費 16,517百万円

減価償却費 5,395百万円

通信費及び保守費 6,988百万円

委託費及び外注費 12,061百万円

貸倒損失 172百万円

貸倒引当金繰入額 7,752百万円

ポイント引当金繰

入額

5,943百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費及び販

売促進費

7,157百万円

人件費 26,603百万円

減価償却費 7,886百万円

通信費及び保守費 10,792百万円

委託費及び外注費 20,798百万円

貸倒損失 166百万円

貸倒引当金繰入額 39,552百万円

利息返還損失引当

金繰入額

19,422百万円

ポイント引当金繰

入額

5,669百万円

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※２　固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

土地 46百万円

 

※２　固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 28百万円

土地 1,004百万円

その他 52百万円

計 1,085百万円

 

※３　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 172百万円

工具器具備品 24百万円

その他 2百万円

計 198百万円

 

　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※３　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 314百万円

機械及び運搬具 501百万円

工具器具備品 116百万円

ソフトウェア 547百万円

その他 23百万円

計 1,503百万円

 

※４　減損損失

当中間連結会計年度において、当

社グループは以下の資産について

減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損
損失額
(百万円)

楽天KC㈱

(宮崎県

他）

賃貸不動
産・マ
リーナ事
業

土地 286

建物 60

楽天証券㈱

(神奈川県)
遊休資産

リース資

産
830

フュージョ

ン・コミュ

ニケーショ

ンズ㈱

(東京都)

遊休資産
等

ソフト
ウェア等

40

楽天エン

タープライ

ズ㈱

(東京都)

チケット
販売関連
設備

ソフト
ウェア等

28

※３　固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 283百万円

工具器具備品 376百万円

ソフトウェア 586百万円

その他 178百万円

　計 1,425百万円

　　

　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

（資産のグルーピングの方法）

当社グループは、原則として事業

をグルーピングの単位とし、遊休資

産及び賃貸不動産については、個別

の物件を単位として判定しており

ます。

（減損損失の認識に至った経緯）

(1)楽天ＫＣ㈱

不採算性事業の見直しによる事

業の売却に伴い処分を決定した資

産及び主にテナントの退去が生じ

たことにより回収可能性が著しく

低下した賃貸用不動産について減

損損失を計上しております。

(2)楽天証券㈱

当中間連結会計期間中にデータ

センターの集約統合を行ったこと

に伴い、使用予定のなくなったリー

ス資産について減損損失を計上し

ております。

(3)フュージョン・コミュニケー

  　 ションズ㈱

前連結会計年度において当中間

連結会計期間中のサービス停止を

決定したデータ通信サービス事業

の関連資産について、当中間連結会

計期間に回収可能価額を再計算し

た結果、減損額を追加計上しており

ます。

(4)楽天エンタープライズ㈱

継続して営業損失を計上してい

る事業につき、今後も収益回復が見

込めないと判断したため減損損失

を計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

事業用資産のうち、売却合意され

た資産については売却合意価額よ

り回収可能額を算定しており、賃貸

不動産については不動産鑑定評価

額により算定しております。

　また、その他の事業用資産及び遊

休資産については回収可能価額を

零として算定しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　普通株式 （株） 13,013,493 58,789 － 13,072,282

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式数の増加58,789株は、株式交換に伴う新株の発行による増加43,008株、新株予約権の権利行使に

よる新株の発行による増加15,781株であります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　普通株式 （株） 1,060.4 － 84 976.4

（変動事由の概要）

自己株式の減少84株は、株式交換による処分であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

会 社 名 内　訳 当中間連結会計期間末残高（百万円）

楽天株式会社 平成18年ストック・オプション② 70

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 650 50平成18年12月31日平成19年３月30日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

　　該当事項はありません。
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株) 13,076,334 3,970 － 13,080,304

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式数の増加3,970株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株) 977.3 － － 977.3

　

３　新株予約権等に関する事項

会 社 名 内　訳 当中間連結会計期間末残高（百万円）

楽天株式会社 平成18年ストック・オプション② 184

株式会社カサレアル 第一回新株引受権付社債 0

合計 184

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成20年３月27日
定時株主総会

普通株式 1,307 100平成19年12月31日平成20年３月28日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

　　該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当連結会計年度末

　普通株式 (株) 13,013,493 62,841 － 13,076,334

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式数の増加62,841株は、株式交換に伴う新株の発行による増加43,008株、新株予約権の権利行使に

よる新株の発行による増加19,833株であります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,060.4 0.9 84 977.3

（変動事由の概要）

自己株式の増加0.9株は端株の買取による増加であり、自己株式の減少84株は株式交換による処分であります。

３　新株予約権等に関する事項

会 社 名 内　訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増　加 減　少

当連結会計
年度末

楽天株式会社
平成18年ストック・

オプション②
普通株式 14,340 － － 14,340 127

(注)　平成18年ストック・オプション②は権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 650 50平成18年12月31日平成19年３月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年３月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,307 100平成19年12月31日平成20年３月28日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成19年６月30日現在）

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

　現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 74,392百万円

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

△3,491百万円

分離保管預金 △4,700百万円

拘束性預金 △1,228百万円

有価証券勘定 4,719百万円

現金及び現金同等物 69,691百万円

　

現金及び預金勘定 67,938百万円

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

△4,325百万円

分離保管預金 △4,700百万円

拘束性預金 △1,174百万円

有価証券勘定 3,397百万円

現金及び現金同等物 61,136百万円

　

現金及び預金勘定 57,437百万円

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

△3,972百万円

分離保管預金 △4,700百万円

拘束性預金 △1,283百万円

有価証券勘定 26,379百万円

現金及び現金同等物 73,860百万円
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引

（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（借主側）

リース取引開始日がリース会計基準適

用初年度前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引続き

採用しております。

　該当するものについては以下のとおりで

す。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額

（転貸リースを除く）

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高

相当額

(百万円)

建物 12 4 7

工具器具備

品
12,3474,1678,180

ソフトウェ

ア
7,4752,7274,747

合計 19,8356,89912,935

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

（転貸リースを除く）

取得価

額相当

額

(百万

円)

減価償

却累計

額

相当額

(百万

円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

中間期

末残高

相当額

(百万

円)

建物 12 6 － 5

機械装置 8,9484,5241564,267

工具器具

備品
10,0754,550 － 5,525

車両運搬

具
21 12 － 9

ソフト

ウェア
1,098836 － 262

合計 20,1569,93015610,069

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

（転貸リースを除く）

取得価
額相当
額
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額

相当額
(百万
円)

期末
残高
相当額
(百万
円)

建物 20 6 － 13

機械装置 11,8256,4171985,208

工具器具

備品
12,5054,745 － 7,760

ソフト

ウェア
1,130763 － 367

合計 25,48111,93319813,349

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

1年内 3,539百万円

1年超 9,605百万円

合計 13,144百万円

上記以外に転貸リース物件に係る借

手側未経過リース料の中間期末残高相

当額は、18,896百万円（うち一年以内

8,304百万円）であります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

　　 及びリース資産減損勘定中間期末残高

①未経過リース料中間期末残高相当額

1年内 3,654百万円

1年超 6,729百万円

合計 10,384百万円

上記以外に転貸リース物件に係る借手

側未経過リース料の中間期末残高相当額

は、9,691百万円（うち一年以内4,952百万

円）であります。

(2) 未経過リース料期末残高相当額及び

リース資産減損勘定期末残高

①未経過リース料期末残高相当額

1年内 4,369百万円

1年超 9,256百万円

合計 13,625百万円

上記以外に転貸リース物件に関わる借

手側未経過リース料の期末残高相当額

は、13,741百万円（うち一年以内6,484百

万円）であります。

②リース資産減損勘定中間期

末残高
122百万円②リース資産減損勘定期末残

高
198百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 1,678百万円

減価償却費相当額 1,562百万円

支払利息相当額 133百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 2,479百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

76百万円

減価償却費相当額 2,253百万円

支払利息相当額 159百万円

減損損失 830百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 4,352百万円

減価償却費相当額 4,031百万円

支払利息相当額 344百万円

減損損失 198百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

(5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２　ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

無形固定資産

クレジット・ペイメント事業におけ

る決済システム（ソフトウェア）であ

ります。

②リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項「４　会計処理基準に

関する事項　（2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりで

あります。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取

引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、通信事業における課金シ

ステム及び通信設備（機械装置）で

あります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項「４　会計処理基準に

関する事項　（2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりで

あります。

 

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

1年内 1百万円

1年超 2百万円

合計 4百万円

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

1年内 284百万円

1年超 2,469百万円

合計 2,753百万円

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

1年内 181百万円

1年超 1,581百万円

合計 1,762百万円

EDINET提出書類

楽天株式会社(E05080)

半期報告書

 65/116



前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

４　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（貸主側）

４　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（貸主側）

４　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（貸主側）

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高

（転貸リースを除く）

取得価額

 

(百万円)

減価償却

累計額

(百万円)

中間期末

残高

(百万円)

建物 32 32 0

工具器具備

品
12,54711,734813

車両運搬具 80 74 5

ソフトウェ

ア
22 21 1

合計 12,68311,861821

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高

（転貸リースを除く）

取得価額

 

(百万円)

減価償却

累計額

(百万円)

中間期末

残高

(百万円)

建物 24 24 0

工具器具備

品
9,6619,198 462

車両運搬具 63 62 1

ソフトウェ

ア
9 9 0

合計 9,7609,294 465

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高

（転貸リースを除く）

取得価額

 

(百万円)

減価償却

累計額

(百万円)

期末残高

 

(百万円)

建物 32 32 0

工具器具備

品
11,05410,436618

車両運搬具 66 62 3

ソフトウェ

ア
18 17 1

合計 11,17210,549623

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

1年内 359百万円

1年超 517百万円

合計 877百万円

上記以外に転貸リース物件に係る貸

手側未経過リース料の中間期末残高相

当額は、19,228百万円（うち一年以内

8,368百万円）であります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

1年内 241百万円

1年超 259百万円

合計 501百万円

上記以外に転貸リース物件に係る貸

手側未経過リース料の中間期末残高相

当額は、9,966百万円（うち一年以内

5,034百万円）であります。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

1年内 297百万円

1年超 371百万円

合計 668百万円

上記以外に転貸リース物件に関わる

貸手側未経過リース料の期末残高相当

額は、13,997百万円（うち一年以内

6,563百万円）であります。

(3) 受取リース料、減価償却費

　　　　　　　　及び受取利息相当額

受取リース料 122百万円

減価償却費 100百万円

受取利息相当額 13百万円

　

(3) 受取リース料、減価償却費

　　　　　　　　及び受取利息相当額

受取リース料 84百万円

減価償却費 68百万円

受取利息相当額 8百万円

　

(3) 受取リース料、減価償却費

　　　　　　　　及び受取利息相当額

受取リース料 337百万円

減価償却費 270百万円

受取利息相当額 37百万円

　

(4) 利息相当額の算定方法

利息相当額の各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(4) 利息相当額の算定方法

同左

(4) 利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間（平成19年６月30日現在）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

取得原価
中間連結貸借対照表

計上額
差　額

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株　式 121,353 153,161 31,808

　小　計 121,353 153,161 31,808

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株　式 2,683 2,233 △449

　その他 500 479 △20

　小　計 3,183 2,713 △469

合　計 124,536 155,875 31,338

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容　　　　　　(単位：百万円)

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 4,319

　優先出資証券 2,000

　優先株 2,000

　公社債投信 4,719

　その他 67

計 13,106
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当中間連結会計期間（平成20年６月30日現在）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

取得原価 中間連結貸借対照表
計上額

差　額

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株　式 779 4,717 3,938

　小　計 779 4,717 3,938

中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株　式 121,747 78,754 △42,993

　その他 50 50 －

　小　計 121,797 78,804 △42,993

合　計 122,576 83,521 △39,054

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容　　　　　（単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 4,606

　公社債投信 3,397

　その他 751

計 8,756
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前連結会計年度（平成19年12月31日現在）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

取得原価
連結貸借対照表

計上額
差　額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株　式 1,221 5,717 4,495

　小　計 1,221 5,717 4,495

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株　式 121,306 93,291 △28,014

　小　計 121,306 93,291 △28,014

合　計 122,527 99,008 △23,518

　

３　時価評価されていない有価証券の主な内容　　　　　　(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　非上場株式 3,753

　譲渡性預金 22,500

　公社債投信 3,879

　その他 772

計 30,905
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

該当事項はありません。

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の

対象から除いております。

　

　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１　通貨関連

該当事項はありません。

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。

　

２　金利関係

区分 取引

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

契約金額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引

金利キャップ取引

買　建

 

24

 

6

 

△17

合計 24 6 △17

（注）　１　金利スワップ取引等、ヘッジ会計を適用している取引については注記の対象から除いております。

２　上記取引は、一部連結子会社にてヘッジ会計を適用しておりましたが、連結会社間取引の消去に伴い、ヘッ

ジ対象取引が消去されたため、注記対象となったものであります。

　　　　３　時価については、取引先金融機関に提示されたものによっております。

　

　

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　通貨関連

該当事項はありません。

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。

　

２　金利関係

区分 取引

当連結会計年度（平成19年12月31日）

契約金額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の

取引

金利キャップ取引

買　建

25 5 △19

合計 25 5 △19

（注）　１　金利スワップ取引等、ヘッジ会計を適用している取引については注記の対象から除いております。

２　上記取引は、一部連結子会社にてヘッジ会計を適用しておりましたが、連結会社間取引の消去に伴い、ヘッ

ジ対象取引が消去されたため、注記対象となったものであります。

　　　　３　時価については、取引先金融機関に提示されたものによっております。
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(ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

１ 当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　59 百万円

　

２ ストック・オプションの内容及び規模

該当事項はありません。

　

　

当中間連結会計年期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１ 当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　56 百万円

　

２ ストック・オプションの内容

該当事項はありません。

　

　

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１ 当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　　　117 百万円

　

２ ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

平成13年

ストック・オプション

平成14年

ストック・オプション

平成15年

ストック・オプション①

付与対象者の区分

及び数

当社取締役

当社従業員

９名

150名

当社取締役

当社従業員

９名

160名

当社取締役

当社監査役

当社従業員

当社子会社取締役

当社子会社従業員

12名

３名

212名

７名

117名

ストック・オプション
の数（注）

普通株式 1,071株普通株式 280株普通株式 5,283株

付与日 平成13年４月26日 平成14年４月30日 平成15年７月14日

権利確定条件

付与日（平成13年４月26日）
以降、権利確定日（平成15年
３月29日）まで継続して勤務
していること

付与日（平成14年４月30
日）以降、権利確定日（平成
18年３月28日）まで継続し
て勤務していること

付与日（平成15年７月14
日）以降、権利確定日（平成
19年３月27日）まで継続し
て勤務していること

対象勤務期間
平成13年４月26日から 平成14年４月30日から 平成15年７月14日から
平成15年３月29日まで 平成18年３月28日まで 平成19年３月27日から

権利行使期間
平成15年３月30日から 平成18年３月29日から 平成19年３月28日まで
平成23年３月28日まで 平成24年３月27日まで 平成25年３月26日まで

権利行使価格（円） 1,120,953 1,100,000 193,000

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― ―
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　 会社名 提出会社 提出会社 提出会社

平成15年

ストック・オプション②

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション①

付与対象者の区分

及び数
当社子会社取締役

当社子会社従業員

当社関連会社取締役

当社関連会社従業員

１名

17名

２名

12名

当社取締役

当社監査役

当社従業員

当社子会社取締役

当社子会社従業員

12名

３名

447名

３名

47名

当社取締役

当社監査役

当社従業員

当社子会社取締

役

当社子会社従業
員

14名

３名

547名

３名

６名

ストック・オプションの

数（注）
普通株式 352株普通株式 3,573株普通株式 54,410株

付与日 平成15年８月29日 平成16年９月７日 平成17年12月15日

権利確定条件

付与日（平成15年８月29
日）以降、権利確定日（平
成19年３月27日）まで継続
して勤務していること

付与日（平成16年９月7日）
以降、権利確定日（平成20年
３月30日）まで継続して勤
務していること

付与日（平成17年12月15
日）以降、権利確定日（平成
21年３月30日）まで継続し
て勤務していること

対象勤務期間
平成15年８月29日から 平成16年９月７日から 平成17年12月15日から

平成19年３月27日まで 平成20年３月30日まで 平成21年３月30日まで

権利行使期間
平成19年３月28日から 平成20年３月31日から 平成21年３月31日から

平成25年３月26日まで 平成26年３月29日まで 平成27年３月29日まで

権利行使価格（円） 275,000 755,000 91,300

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― ―

　
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

平成17年

ストック・オプション②

平成18年

ストック・オプション①

平成18年

ストック・オプション②

付与対象者の区分

及び数

当社従業員 １名 当社取締役

当社監査役

当社従業員

当社子会社取締役

当社子会社従業員

13名

３名

765名

３名

22名

当社取締役

当社監査役

当社従業員

13名

３名

68名

ストック・オプションの

数（注）
普通株式 2,000株普通株式 30,000株普通株式 14,340株

付与日 平成18年２月13日 平成18年４月20日 平成18年12月14日

権利確定条件

付与日（平成18年２月13日）
以降、権利確定日（平成21年
３月30日）まで継続して勤務
していること

付与日（平成18年４月20
日）以降、権利確定日（平成
22年３月30日）まで継続し
て勤務していること

付与日（平成18年12月14
日）以降、権利確定日（平成
22年３月30日）まで継続し
て勤務していること

対象勤務期間
平成18年２月13日から 平成18年４月20日から 平成18年12月14日から
平成21年３月30日まで 平成22年３月30日まで 平成22年３月30日まで

権利行使期間
平成21年３月31日から 平成22年３月31日から 平成22年３月31日から
平成27年３月29日まで 平成28年３月29日まで 平成28年３月29日まで

権利行使価格（円） 103,848 101,000 55,900

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― 29,400
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会社名 楽天証券株式会社 楽天証券株式会社 楽天ＫＣ株式会社

平成16年第１回

ストック・オプションA

平成17年第２回

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

同社取締役

同社従業員

１名

101名

同社従業員 57名同社取締役

同社執行役員

同社監査役

同社従業員

個人

２名

４名

１名

２名

８名
ストック・オプションの

数（注）
普通株式 2,200株普通株式 310株普通株式 880株

付与日 平成16年４月19日 平成17年９月15日 平成17年６月17日

権利確定条件

付与日（平成16年４月19日）
以降、権利確定日（平成18年
４月19日）まで継続して勤務
していること

付与日（平成17年９月15
日）以降、権利確定日（平成
19年９月18日）まで継続し
て勤務していること

付与日（平成17年６月17日）
以降、権利確定日（平成27年６
月18日）まで継続して勤務し
ていること

対象勤務期間
平成16年４月19日から 平成17年９月15日から 平成17年６月17日から
平成18年４月19日まで 平成19年９月18日まで 平成19年６月17日まで

権利行使期間
平成18年４月20日から 平成19年９月19日から 平成19年６月18日から
平成23年４月19日まで 平成24年９月18日まで 平成27年６月17日まで

権利行使価格（円） 520,000 1,380,000 256,000

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― ―

　

会社名 楽天トラベル株式会社
フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

平成15年

ストック・オプション

平成12年

第１回新株引受権

平成13年第１回

無担保新株引受権付社債

付与対象者の区分

及び数

同社取締役

同社従業員

５名
34名

同社取締役

同社従業員

２名

38名

同社従業員 37名

ストック・オプショ
ンの数（注） 普通株式 2,000株普通株式 2,625株普通株式 1,030株

付与日 平成15年７月22日 平成12年11月20日 平成13年７月12日

権利確定条件

付与日（平成15年７月22日）
以降、権利確定日（平成17年
７月31日）まで継続して勤務
していること

付与日（平成12年11月20日）
以降、権利確定日（平成14年
11月19日）まで継続して勤務
していること

－

対象勤務期間
平成15年７月22日から 平成12年11月20日から

－
平成17年７月31日まで 平成14年11月19日まで

権利行使期間
平成17年８月１日から 平成14年11月20日から 平成13年７月12日から
平成20年７月31日まで 平成22年11月20日まで 平成22年７月10日まで

権利行使価格（円） 320,000 50,000 155,792

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― ―
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会社名
フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

平成13年第２回

無担保新株引受権付社債

平成13年第３回

無担保新株引受権付社債

平成14年

第１回新株予約権

付与対象者の区分

及び数

同社従業員 49名同社従業員 42名同社従業員 27名

ストック・オプションの

数（注） 普通株式 1,125株普通株式 985株普通株式 1,415株

付与日 平成13年７月12日 平成13年７月12日 平成14年６月29日

権利確定条件 － －

付与日（平成14年６月29日）
以降、権利確定日（平成16年
６月28日）まで継続して勤務
していること

対象勤務期間 － －
平成14年６月29日から
平成16年６月28日まで

権利行使期間
平成13年７月12日から 平成13年７月12日から 平成16年６月29日から
平成23年７月10日まで 平成24年７月10日まで 平成24年６月28日まで

権利行使価格（円） 155,792 155,792 219,388

公正な評価単価
（付与日）（円）

― ― ―

　

会社名
フュージョン・コミュニケー

ションズ株式会社

平成15年

第２回新株予約権

付与対象者の区分

及び数

同社従業員 26名

ストック・オプションの

数（注） 普通株式 264株

付与日 平成15年６月30日

権利確定条件

付与日（平成15年６月30日）
以降、権利確定日（平成17年
６月30日）まで継続して勤務
していること

対象勤務期間
平成15年６月30日から
平成17年６月30日まで

権利行使期間
平成17年７月1日から
平成25年６月30日まで

権利行使価格（円） 219,388

公正な評価単価
（付与日）（円）

―

（注）付与時点での株式数に換算して記載しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）　　　　　　　　　（単位：百万円）

ＥＣ事業
 

クレジット
・ペイメン
ト事業

ポータル
・メディ
ア事業

トラベル
事業
 

証券
事業
 

プロス
ポーツ事
業

計
 

消去又は

全社
 

連結
 

売上高

　外部顧客に対す
る売上高

34,79735,7173,9205,74215,2733,48098,931 － 98,931

　セグメント間の
内部売上高又
は振替高

844 2793,343 259 1 363 5,092(5,092)－

計 35,64235,9977,2646,00115,2743,844104,024(5,092)98,931

営業費用 25,87636,3277,1023,28612,3874,46189,442(3,973)85,468

営業利益又は営
業損失(△)

9,765△330 161 2,7152,887△61614,582(1,119)13,463

　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

ＥＣ事業
クレジット
・ペイメン
ト事業

ポータル
・メディ
ア事業

トラベル
事業
 

証券
事業
 

プロス
ポーツ事
業

通信事業
計
 

消去又は

全社
 

連結
 

売上高

　外部顧客に対す
る売上高

43,01332,7184,3847,25112,6443,78618,014121,814－ 121,814

　セグメント間の
内部売上高又
は振替高

539 371 2,637187 0 231 1 3,969(3,969)－

計 43,55333,0907,0227,43812,6454,01718,016125,783(3,969)121,814

　営業費用 33,90328,0937,1234,68910,5704,70318,004107,088(3,540)103,547

　営業利益又は営
業損失(△)

9,6494,996△1002,7492,074△685 11 18,695( 428)18,266

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

ＥＣ事業
クレジット
・ペイメン
ト事業

ポータル
・メディ
ア事業

トラベル
事業

証券
事業

プロス
ポーツ
事業

通信事業 計
消去又は

全社
 

連結
 

売上高

　外部顧客に対す
る売上高

75,51270,1957,51012,90930,5567,5539,700213,938－ 213,938

　セグメント間の
内部売上高又
は振替高

1,367 902 7,168451 1 692 0 10,584(10,584)－

計 76,87971,09814,67813,36130,5578,2459,700224,523(10,584)213,938

営業費用 57,33796,27315,0417,35724,8119,08210,095220,000(6,180)213,819

営業利益又は営
業損失(△)

19,541△25,175△3626,0045,746△836 △394 4,523(4,404)118

　

（注）１　事業区分の新設

セグメントについては、「ＥＣ事業」、「クレジット・ペイメント事業」、「ポータル・メディ
ア事業」、「トラベル事業」、「証券事業」及び「プロスポーツ事業」に加え、平成19年９月末で
のフュージョン・コミュニケーションズ(株)の新規連結等による通信事業への事業領域拡大に伴
い、前連結会計年度より「通信事業」を新設しております。
したがいまして、前中間連結会計期間につきましては、「通信事業」に関する数値の記載はござ
いません。
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２　広告売上高の計上方法について
従来、ポータル・メディア事業（以下ＰＭ事業）が販売活動を担うセグメント（以下販売セグ
メント）を経由して外部販売する広告については、ＰＭ事業においては外部販売額をセグメント
間売上として計上し、販売セグメントにおいては外部に広告販売した額を当該セグメントの売上
として計上しておりましたが、当中間連結会計期間より、広告外部販売額のうちの広告媒体価格を
ＰＭ事業の売上として計上し、販売マージン相当額を販売セグメントの売上高として計上する方
法に変更いたしました。
また、従来はＰＭ事業と販売セグメントの売上に対応するセグメント間費用を直課しておりま
したが、この売上計上方法の変更に伴いセグメント間費用の直課の必要がなくなりました。
この変更は、収益管理体制を整備強化したことに伴い、広告販売における各セグメントの役割お
よび売上への貢献度を明確に表示するために行なわれたものです。
なお、この変更により、ＰＭ事業の外部売上が458百万円増加、セグメント間の内部売上高及び振
替高が750百万円減少、セグメント間営業費用が292百万円減少致します。一方、販売セグメントに
おいては外部売上高が458百万円減少し、セグメント間営業費用が同額減少するため、各セグメン
トの営業損益への影響はありません。

　
３　各区分に属する主要なサービス等

事業区分 主要なサービス等

ＥＣ事業 インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営

個人向けオークション・サイト（『楽天オークション』）の運営

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営

ＥＣ（エレクトロニック・コマース＝電子商取引）に関するコンサルティング

インターネット上の書籍販売サイト（『楽天ブックス』）の運営

デジタルコンテンツ提供サイト（『楽天ダウンロード』）の運営及びデジタル

コンテンツ提供システムの開発

インターネット上のゴルフ場予約サイト（『楽天ＧＯＲＡ』）の運営

オンライン　DVD・CD　レンタル事業

『楽天ダイニング』などのクラブマーケティング事業

パフォーマンス・マーケティング・サービスの提供

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供

クレジット・ペイメント事業 個人向けカードローン事業

クレジットカードサービス事業

バンキング事業（㈱東京都民銀行 楽天支店）

ポータル・メディア事業 検索機能などを備えたポータルサイト（『Infoseek』）の運営

新卒学生を中心とした就職情報コミュニティサイト（『みんなの就職活動日

記』）の運営

総合データベース・マーケティング事業

広告事業

トラベル事業 インターネット上の宿泊予約、総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営

証券事業 オンライン証券取引サービスの運営

プロスポーツ事業 プロ野球球団『東北楽天ゴールデンイーグルス』の運営

『東北楽天ゴールデンイーグルス』関連商品の企画・販売

通信事業 中継電話サービス、ＩＰ加入電話サービス等

　

４　配賦不能営業費用について

（前中間連結会計期間）

配賦不能営業費用は1,121百万円ありますが、その主なものは、本社の外形標準課税に基づく税金費用など、セ

グメントへ直課できない本社費用であります。

（当中間連結会計期間）

配賦不能営業費用は776百万円ありますが、その主なものは、本社の外形標準課税に基づく税金費用など、セグ

メントへ賦課できない本社費用であります。

（前連結会計年度）

配賦不能営業費用は3,501百万円ありますが、その主なものは、本社の外形標準課税に基づく税金費用や10周年

記念事業関連費用など、セグメントへ賦課できない本社費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦の売上高の全セグメントの売上高の合

計に占める割合はいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の10％未

満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

（共通支配下の取引等）

１.　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取

引の目的を含む取引の概要

（1） 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

結合当事企業又は対象となった事業の名称 事業の内容

楽天証券ホールディングス株式会社 証券業、投資業等

（2） 企業結合の法的形式

共有支配下の取引（株式交換）

（3） 結合後企業の名称

変更はございません。

（4） 取引の目的を含む取引の概要

　　①　取引の目的

楽天証券ホールディングス株式会社（以下、「楽天証券ＨＤ」）は、当社子会社である楽天証券株式会社

（以下、「楽天証券」）による株式移転により平成18年９月１日に設立された楽天グループの証券事業を統

括する持株会社であり、その発行済株式総数の96.8％を当社が保有しておりました。

楽天グループでは、平成18年11月より、カンパニー制度を廃止し、38 事業単位（ビジネスユニット）に分

けたフラットな組織へと変更し、透明性の高い経営管理及び戦略的な人材・投資の配分などを可能とする新

経営管理体制ＧＭＰ（Growth Management Program:グロースマネジメントプログラム）を導入し、新たな成

長戦略に取り組んでおります。今回、ＧＭＰの推進の一環として、子会社の経営管理体制の効率化及びガバナ

ンスの強化を図るため、楽天証券ＨＤを完全子会社とすることを決定いたしました。

　　②　取引の概要

株式交換契約承認取締役会 　　　平成19年２月22日 （当社）

株式交換契約承認取締役会　　　 平成19年２月22日 （楽天証券ＨＤ）

株式交換契約締結　　　　　　　 平成19年２月22日

株式交換承認株主総会　 　　　　当社　　　　　 開催しておりません。（注1）

　　　　　　　　　　　　　　　 楽天証券ＨＤ 　開催しておりません。（注2）

株式交換日（効力発生日）　　　 平成19年４月１日

株券交付日　　　　　　　　　　 平成19年４月２日

（注1） 当社においては、会社法第796条第３項に定める簡易株式交換の規定により、株主総会の承認を得る

ことなく株式交換を行っております。

（注2） 楽天証券ＨＤにおいては、会社法第784条第１項に定める略式株式交換の規定により、株主総会の承

認を得ることなく株式交換を行っております。

　

２.　実施した会計処理の概要

上記株式交換は少数株主との取引に該当するため、追加取得した子会社株式に対応する持分を少数株主持分から

減額しております。追加投資額との間に生じた差額については、のれんとして処理しております。

　

３.　子会社株式の追加取得に関する事項

（1） 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　　当社普通株式 2,681 百万円

取得に直接要した支出 　1 百万円

取得原価 2,683 百万円

（2） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

①　株式の種類別の交換比率

普通株式　　楽天株式会社　　１：楽天証券ホールディングス株式会社　　19.2

楽天証券ＨＤの普通株式１株につき、当社の普通株式19.2株の割合をもって割当・交付しております。但

し、当社が保有する楽天証券ＨＤの株式67,814 株については、株式交換による株式の割当ては行っておりま

せん。
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②　交換比率の算定方法

当社は、株式交換比率算定にあたり、大和証券エスエムビーシー株式会社（以下、「大和ＳＭＢＣ」）を第三

者機関として選定し、株式交換比率の算定を依頼しました。

当社の株式価値については、ジャスダック証券取引所に上場されており、株価形成に関して特段の異常性が

認められないことから、市場株価平均法（ＶＷＡＰ（出来高加重平均株価）を採用）により平成19年２月16日

時点における直近１ヶ月間の算定を行いました。

楽天証券ＨＤの株式価値については株式を公開していないこと等から、①同社の中核子会社である楽天証券

については当期の利益見込みをもとに類似会社比較法を採用し、②他の主要子会社の株価については資産性を

重視し時価純資産価額法を採用した上で、①及び②を合算することにより算定を行いました。

これらの大和ＳＭＢＣによる算定結果を勘案し、当事会社間で協議のうえ合意し、上記の交換比率を決定い

たしました。

第三者機関である大和ＳＭＢＣは、当社及び楽天証券ＨＤ の関連当事者に該当いたしません。

③　交付株式数及びその評価額

普通株式　　43,008　株　　　　　　　2,681 百万円

　

（3） 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①　のれんの金額　　　　　　　　　1,619 百万円

②　発生原因

同社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生したもので

あります。

③　償却の方法及び償却期間　　　　20年間で均等償却
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当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

（パーチェス法適用）

１.　被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、

結合後企業の名称及び取得した議決権比率

（1） 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社及び同社子会社である

フュージョン・ネットワークサービス株式会社、佐賀フュージョンサービ

ス株式会社、ティー・ティー・ネット・サービス株式会社

電気通信事業

（2） 企業結合を行った主な理由

日本では、ブロードバンド通信環境の急速な発展により、音声通話やインスタントメッセン

ジャーなどのインターネット上で行う双方向型リアルタイム・コミュニケーションが普及しつつ

あります。こうした動きを受け、当社グループはインターネット・サービスとしての双方向型リア

ルタイム・コミュニケーションサービスを強化し楽天エコシステムの拡大を図るべく、ＩＰ電話

事業で高い技術力と安定した運用力のあるフュージョン・コミュニケーションズ株式会社（以

下、「フュージョン」）の株式を東京電力株式会社から取得することとしました。当社グループの

持つインターネット上のwebを利用した幅広いサービスに加え、インターネットの外につながる音

声（voice）通話サービスを組み合わせた“web＋voice”サービス、例えば、カスタムメイドされ

たオリジナルな、メッセンジャーサービスや音声通話を利用した成果報酬型広告

（Pay Per Call）などのサービス展開を検討してまいります。またこれらにより、従来、インター

ネット上での“オン”ラインサービスでは取り込めていなかった“オフ”ラインユーザとのコ

ミュニケーションを可能とすることで、楽天エコシステムの新たな展開を図ってまいります。

他方、フュージョンにとっては、楽天グループ会員約3,700万人及び法人取引先約27万社の顧客

基盤とそれに基づくマーケティング手法を活用した収益力の強化及び効率化を図ることが可能と

なります。フュージョンと当社グループとの相乗効果が、両社の業績向上及び企業価値の向上に貢

献すると考えております。

（3） 企業結合の法的形式

株式取得

（4） 結合後企業の名称

変更はございません。

（5） 取得した議決権比率

73.55％

（6） 企業結合日

平成19年８月７日

　

２.　連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成19年10月１日から平成19年12月31日まで

平成19年９月30日をみなし取得日としているため、それ以前の期間の業績は含まれておりません。

　

３.　被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　　　　　　現金 912 百万円

取得に直接要した支出 159 百万円

取得原価 1,071 百万円

　

４.　発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

（1） 負ののれんの金額　　　　　　　　　　405 百万円

（2） 発生原因

第三者機関による算定を元に売却先と取り決めた取得価額が、企業結合時の時価純資産を下回っ

たため、発生したものであります。

（3） 償却の方法及び償却期間　　　　20年間で均等償却
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５.　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（1） 資産の額

流動資産 10,763 百万円

固定資産 2,770 百万円

合計 13,533 百万円

（2） 負債の額

流動負債 10,714 百万円

　

６.　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額

売上高及び損益情報

売上高 43,442 百万円

営業損失 2,045 百万円

経常損失 1,795 百万円

税金等調整前当期純損失 3,070 百万円

当期純損失 3,151 百万円

１株当たり当期純損失 16,054.64 円

　

（概算額の算定方法及び重要な前提条件）

当連結会計年度において企業結合日（みなし取得日となる平成19年９月30日）までの含まれてい

ない期間（平成19年１月１日から平成19年９月30日）については、当該期間の確定額及び当該期間

に発生し、また発生したとされる金額をもって妥当性を考慮し、月割按分等により仮決算しておりま

す。なお、当該注記については、監査証明を受けておりません。

　

　

（共通支配下の取引等）

楽天証券ホールディングス株式会社にかかる取引

１.　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要

（1） 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 事業の内容

楽天証券ホールディングス株式会社 証券業、投資業等

（2） 企業結合の法的形式

共通支配下の取引（株式交換）

（3） 結合後企業の名称

変更はございません。

（4） 取引の目的を含む取引の概要

① 取引の目的

楽天証券ホールディングス株式会社（以下、「楽天証券ＨＤ」）は、当社子会社である楽天証券

株式会社（以下、「楽天証券」）による株式移転により平成18年９月１日に設立された楽天グ

ループの証券事業を統括する持株会社であり、その発行済株式総数の96.8％を当社が保有してお

りました。

楽天グループでは、平成18年11月より、カンパニー制度を廃止し、36事業単位（ビジネスユニッ

ト）に分けたフラットな組織へと変更し、透明性の高い経営管理及び戦略的な人材・投資の配分

などを可能とする新経営管理体制ＧＭＰ（Growth Management Program:グロースマネジメントプ

ログラム）を導入し、新たな成長戦略に取り組んでおります。今回、ＧＭＰの推進の一環として、子

会社の経営管理体制の効率化及びガバナンスの強化を図るため、楽天証券ＨＤを完全子会社とす

ることを決定いたしました。
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② 取引の概要

株式交換契約承認取締役会 平成19年２月22日 （当社）

株式交換契約承認取締役会 平成19年２月22日 （楽天証券ＨＤ）

株式交換契約締結 平成19年２月22日

株式交換承認株主総会 当社 開催しておりません。（注1）

楽天証券ＨＤ 開催しておりません。（注2）

株式交換日（効力発生日） 平成19年４月１日

株券交付日 平成19年４月２日

（注1） 当社においては、会社法第796条第３項に定める簡易株式交換の規定により、株主総会の

承認を得ることなく株式交換を行っております。

（注2） 楽天証券ＨＤにおいては、会社法第784条第１項に定める略式株式交換の規定により、株

主総会の承認を得ることなく株式交換を行っております。

　

２.　実施した会計処理の概要

上記株式交換は少数株主との取引に該当するため、追加取得した子会社株式に対応する持分を少

数株主持分から減額しております。追加投資額との間に生じた差額については、のれんとして処理し

ております。

　

３.　子会社株式の追加取得に関する事項

（1） 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 当社普通株式 2,681 百万円

取得に直接要した支出 1 百万円

取得原価 2,683 百万円

（2） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

① 株式の種類別の交換比率

普通株式　　楽天株式会社　　１：楽天証券ホールディングス株式会社　 19.2

楽天証券ＨＤの普通株式１株につき、当社の普通株式 19.2 株の割合をもって割当・交付し

ております。ただし、当社が保有する楽天証券ＨＤの株式 67,814 株については、株式交換によ

る株式の割当ては行っておりません。

　

②　交換比率の算定方法

当社は、株式交換比率算定にあたり、大和証券エスエムビーシー株式会社（以下、「大和ＳＭＢ

Ｃ」）を第三者機関として選定し、株式交換比率の算定を依頼しました。

当社の株式価値については、ジャスダック証券取引所に上場されており、株価形成に関して特段

の異常性が認められないことから、市場株価平均法（ＶＷＡＰ（出来高加重平均株価）を採用）

により平成19年２月16日時点における直近１ヶ月間の算定を行いました。

楽天証券ＨＤの株式価値については株式を公開していないこと等から、①同社の中核子会社で

ある楽天証券については当期の利益見込みをもとに類似会社比較法を採用し、②他の主要子会社

の株価については資産性を重視し時価純資産価額法を採用した上で、①及び②を合算することに

より算定を行いました。

これらの大和ＳＭＢＣによる算定結果を勘案し、当事会社間で協議のうえ合意し、上記の交換比

率を決定いたしました。

第三者機関である大和ＳＭＢＣは、当社及び楽天証券ＨＤの関連当事者に該当いたしません。

③ 交付株式数及びその評価額

普通株式　　43,008　株　　　　　　　2,681百万円

（3） 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

① のれんの金額　　　　　　　       　　1,619 百万円

② 発生原因

同社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生し

たものであります。

③ 償却の方法及び償却期間　　       　　20年間で均等償却
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 14,990円89銭

１株当たり中間純利
益金額

445円00銭

潜在株式調整後１株　
当たり中間純利益金
額

442円61銭

１株当たり純資産額 13,955円73銭

１株当たり中間純利
益金額

557円71銭

潜在株式調整後１株　
当たり中間純利益金
額

555円01銭

　

１株当たり純資産額 14,212円68銭

１株当たり当期純利
益金額

2,825円95銭

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額

2,813円32銭

　

（注） 1　期中の平均株式数については日割りにより算出しております。

　2　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、下記のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

　中間（当期）純利益（百万円） 5,803 7,293 36,898

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

　普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 5,803 7,293 36,898

　普通株式の期中平均株式数（千株） 13,040 13,076 13,057

　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた中間（当期）純利益調整額

の主要な内訳

　　関係会社の発行したストック・オプションによ

る希薄化効果相当額（百万円）
△6 △6 △5

　中間（当期）純利益調整額（百万円） △6 △6 △5

　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の主な内訳

（千株）

　　新株予約権 54 52 56
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日　

　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年12月31日）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要

①当社の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成16年３月30日

定時株主総会決議

35,730株

平成17年３月30日

定時株主総会決議

56,410株

平成18年３月30日

定時株主総会決議

44,340株

①当社の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成16年３月30日

定時株主総会決議

35,730株

平成17年３月30日

定時株主総会決議

56,410株

平成18年３月30日

定時株主総会決議

44,340株

①当社の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成16年３月30日

定時株主総会決議

35,730株

平成17年３月30日

定時株主総会決議

56,410株

平成18年３月30日

定時株主総会決議

44,340株

②連結子会社楽天証券

㈱の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年９月13日

臨時株主総会決議

280株

②連結子会社楽天証券

㈱の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年９月13日

臨時株主総会決議

226株

②連結子会社楽天証券

㈱の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年９月13日

臨時株主総会決議

250株

③連結子会社楽天KC㈱

の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年６月17日

定時株主総会決議

880株

③連結子会社楽天KC㈱

の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年６月17日

定時株主総会決議

880株

③連結子会社楽天KC㈱

の新株予約権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年６月17日

定時株主総会決議

880株

④連結子会社楽天KC㈱

の第一回第一種優先株

式

12,500株

⑤連結子会社楽天KC㈱

の第一回第二種優先株

式

12,500株

④連結子会社楽天KC㈱の

第１回第一種優先株式

12,500株

⑤連結子会社楽天KC㈱の

第１回第二種優先株式

12,500株

 

④連結子会社楽天KC㈱

の第１回第一種優先株

式

12,500株

⑤連結子会社楽天KC㈱

の第１回第二種優先株

式

12,500株
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日　

　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年12月31日）

⑥連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回新

株引受権

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権

平成12年11月20日

臨時株主総会決議

1,615株

⑦連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回、

第２回及び第３回無担

保新株引受権付社債

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権

平成13年６月26日

定時株主総会決議

1,570株

⑧連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回新

株予約権

旧商法第280条ノ20の

規定に基づく新株引受

権

平成14年６月28日

定時株主総会決議

755株

⑨連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第２回新

株予約権

旧商法第280条ノ20の

規定に基づく新株引受

権

平成15年６月30日

定時株主総会決議

126株

⑥連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回新

株引受権

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権

平成12年11月20日

臨時株主総会決議

1,615株

⑦連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回、

第２回及び第３回無担

保新株引受権付社債

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権

平成13年６月26日

定時株主総会決議

1,570株

⑧連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第１回新

株予約権

旧商法第280条ノ20の

規定に基づく新株引受

権

平成14年６月28日

定時株主総会決議

855株

⑨連結子会社フュー

ジョン・コミュニケー

ションズ㈱の第２回新

株予約権

旧商法第280条ノ20の

規定に基づく新株引受

権

平成15年６月30日

定時株主総会決議

126株
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日　

　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日　

　至　平成19年12月31日）

⑩連結子会社㈱カサレ

アルの第1回新株引受

権付無担保社債

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権

平成13年５月15日

臨時株主総会決議

800株

⑪連結子会社㈱カサレ

アルの第１回新株予約

権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成14年６月22日

定時株主総会決議

71株

⑫連結子会社㈱カサレ

アルの第２回新株予約

権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成15年６月28日

定時株主総会決議

20株

⑬連結子会社㈱カサレ

アルの第３回新株予約

権

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づくストック・オ

プション

平成17年６月24日

定時株主総会決議

176株
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

１　重要な子会社等の株式の売却

当社は持分法適用関連会社である

Ctrip．com International, Ltd．

(米国Nasdaq市場上場 、 以下

「Ctrip」)の当社保有普通株式の全

数を売却しました。詳細は下記のと

おりです。

(1) 売却の理由

当社は、平成16年６月に、中国で高

い知名度を有する総合旅行サイト

『Ctrip．com』を運営するCtrip の

成長性・収益性に期待し、同社への

出資を行いました。約３年を経て

Ctrip は中国での宿泊・航空券予約

事業で高い成長を果たしております

が、当社は、Ctripとの協議の結果、こ

れまでのような資本関係がなくと

も、更にサービス面等での連携強化

が可能であり、売却についても今が

適切な時期であるとの判断もあり、

今般、Ctrip株の売却を行いました。

当社グループは、従来どおりCtripと

良好な関係を維持してまいります。

(2) 売却する相手会社の名称

米国を中心とした海外市場にお

ける売出しであります。

(3) 売却の時期（日本時間）

引受契約締結

平成19年８月10日

受渡期日

平成19年８月15日

(4) 当該会社の名称、事業内容及び

当社グループとの取引内容

①名称

Ctrip.com International,Ltd.

②事業内容

旅行サイトの運営

③当社グループとの取引内容

取引関係はありません。

(5) 売却する株式の数、売却価額、売

却損益及び売却後の持分比率

①売却株式数

普通株式　6,645,000株

②売却価額

57,501百万円

（算出レート：

1米ドル＝117.99円）

③売却損益

53,829 百万円

(連結上の調整により、個別上の

売却利益とは差異があります。)

④売却後の持分比率

０％

１　重要な契約の締結

平成20年９月４日、当社はイーバ

ンク銀行㈱（以下、「イーバンク銀

行」）との間で、資本・業務提携契

約を締結しました。提携の内容は以

下のとおりです。（平成20年８月４

日に両社は基本合意書を締結し、資

本・業務提携に関する協議を行って

おりました。）

(1)資本提携について

イーバンク銀行が新たに発行する

優先株式を、楽天が引受しました。

取得株式

　イーバンク銀行乙種優先株式

取得日

平成20年９月29日

取得方法

第三者割当増資

１株当たり取得価格

30,000円

取得株式数

666,000株

取得価額の総額

19,980百万円

(2)以下の分野で業務提携の取組み

を行います。

①決済連携

楽天グループ顧客に対して幅広く

銀行決済サービスを提供するととも

に、その他の決済業務における両社

グループ間の連携を行います。

②マーケティング、お客さまの紹　　

介における連携、相互協力

イーバンク銀行グループと楽天グ

ループの間で、金融商品や電子商取

引のマーケティングに関する協力

や、お客さまの紹介を行います。ま

た、両社サイトで使用するユーザー

ID、ポイントなどの連携も深めてま

いります。 

③商品の共同開発

今後、両社のインターネットにお

けるマーケティングのノウハウや、

イーバンク銀行の有するフレキシビ

リティのあるインターネット・サー

ビスを利用した各種金融商品を共同

で開発してまいります。

なお、平成20年９月24日開催の

イーバンク銀行臨時株主総会におい

て、当社より派遣する４名が新たに

同行の取締役として選任されており

ます。（うち４名は当社及びグルー

プ会社の取締役との兼務です。）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

(6) その他重要な特約等

該当事項はありません。

 

２　企業結合に関する重要な後発事

象等

(1) 被取得企業の名称及びその事業

の内容、企業結合を行った主な理

由、企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称及び取得し

た議決権比率

① 被取得企業の名称及びその事業

の内容

被取得企業の名称

フュージョン・

コミュニケーションズ株式会社

事業の内容

電気通信事業

② 企業結合を行った主な理由

日本では、ブロードバンド通信環

境の急速な発展により、音声通話や

インスタントメッセンジャーなどの

インターネット上で行う双方向型リ

アルタイム・コミュニケーションが

普及しつつあります。こうした動き

を受け、当社グループはインター

ネット・サービスとしての双方向型

リアルタイム・コミュニケーション

サービスを強化し楽天経済圏の拡大

を図るべく、ＩＰ電話事業で高い技

術力と安定した運用力のあるフュー

ジョンの株式を東京電力株式会社か

ら取得することとしました。当社グ

ループの持つインターネット上の

webを利用した幅広いサービスに加

え、インターネットの外につながる

音声（voice）通話サービスを組み

合わせた“web＋voice”サービス、

例えば、カスタムメイドされたオリ

ジナルな、メッセンジャーサービス

や音声通話を利用した成果報酬型広

告（Pay Per Call）などのサービス

展開を検討してまいります。またこ

れらにより、従来、インターネット上

での“オン”ラインサービスでは取

り込めていなかった“オフ”ライン

ユーザーとのコミュニケーションを

可能とすることで、楽天経済圏の新

たな展開を図ってまいります。

 

２　株式の取得による会社等の買収

当社グループは、オンライン商品

先物取引を楽天証券グループにおけ

る戦略部門として展開する目的か

ら、平成20年９月10日、従来より持分

法適用関連会社としておりました

ドットコモディティ㈱の第三者割当

増資に応じ同社株式を追加取得し、

議決権比率の過半数を有することと

なったため、同社を連結子会社と致

しました。

同社の事業内容、本件第三者割当

増資による取得株式数、払込金額及

び取得後議決権比率、同社の総資産、

売上高等は下記のとおりです。

・同社の事業内容：商品先物取引業

・取得株式数：49,504株

・払込金額：999百万円

　　　　　（１株当たり20,200円）

・取得後議決権比率：72.95％

・支配獲得日（払込期日）：

　　　　　　　　平成20年９月10日

・被買収会社の総資産、売上高等

　　　　　（平成20年３月期）

総資産　　12,248百万円

純資産　　 1,748百万円

売上高　　   545百万円

当期純損失   368百万円
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　 前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

他方、フュージョンにとっては、楽

天グループ会員約3,700万人及び法

人取引先約27万社の顧客基盤とそれ

に基づくマーケティング手法を活用

した収益力の強化及び効率化を図る

ことが可能となります。フュージョ

ンと当社グループとの相乗効果が、

両社の業績向上及び企業価値の向上

に貢献すると考えております。

③ 企業結合の法的方式

株式取得

④ 結合後企業の名称

変更はございません。

⑤ 取得した議決権比率
65.94％

⑥ 企業結合日
平成19年８月７日

 

　

　

（2） 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

科　目

前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※2 13,844 6,708 6,460

　２　売掛金 12,235 15,959 16,704

　３　たな卸資産 157 360 256

　４　その他 ※4 19,389 26,780 28,382

　　　貸倒引当金 △108 △73 △132

流動資産合計 45,51812.6 49,73411.2 51,67013.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1 6,164 1.7 6,113 1.4 6,856 1.8

　２　無形固定資産 7,871 2.2 10,1412.3 8,565 2.2

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 ※2 3,045 64,908 77,765

　　(2)関係会社株式 ※3 206,870 216,221 215,111

　　(3)関係会社長期貸付金 91,063 95,834 30,753

　　(4)その他 4,031 3,712 3,574

　　 　貸倒引当金 △280 △459 △341

　　 　投資損失引当金 △2,324 △3,386 △2,882

　　投資その他の資産合計 302,40483.5 376,82985.1 323,98082.8

固定資産合計 316,44187.4 393,08488.8 339,40186.8

資産合計 361,960100.0 442,819100.0 391,072100.0
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科　目

前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※2 222 1,425 1,863

　２　コマーシャル・ペーパー － 5,000 －

　３　短期借入金 ※2,5 28,900 44,510 38,900

　４　未払金及び未払費用 ※2 7,203 7,490 8,764

　５　未払法人税等 1,041 3,130 14,202

　６　前受金 3,059 3,647 3,200

　７　ポイント引当金 4,153 5,865 5,034

　８　その他の引当金 425 886 622

　９　その他 9,607 15,298 14,787

流動負債合計 54,61315.1 87,25419.7 87,37622.3

Ⅱ　固定負債

　１　社債 8,000 14,000 6,000

　２　長期借入金 40,400 86,500 33,450

　３　繰延税金負債 8,880 596 5,838

　４　その他 － 2 －

固定負債合計 57,28015.8 101,09922.8 45,28811.6

        負債合計 111,89430.9 188,35342.5 132,66433.9
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科　目

前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度
要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 107,42329.7 107,48724.3 107,45327.5

　２　資本剰余金

　　(1)資本準備金 71,181 71,245 71,212

　　(2)その他資本剰余金 45,572 45,572 45,572

資本剰余金合計 116,75432.3 116,81726.4 116,78429.9

　３　利益剰余金

　　(1)その他利益剰余金

　　 　特別償却準備金 3 － －

　　 　繰越利益剰余金 24,572 40,643 37,123

利益剰余金合計 24,5756.8 40,6439.2 37,1239.5

　４　自己株式 △10 △0.0 △10 △0.0 △10 △0.0

株主資本合計 248,74268.7 264,93759.8 261,35066.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金 1,253 △10,655 △3,069

　　　　評価・換算差額等合計 1,2530.3 △10,655△2.4 △3,069△0.8

Ⅲ　新株予約権 70 0.0 184 0.0 127 0.0

純資産合計 250,06669.1 254,46657.5 258,40866.1

負債純資産合計 361,960100.0 442,819100.0 391,072100.0
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② 【中間損益計算書】

　

科目

前中間会計期間

 (自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
 至　平成19年12月31日)

金額

（百万円）

百分比

（％）

金額

（百万円）

百分比

（％）

金額

（百万円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 28,403100.0 41,890100.0 61,630100.0

Ⅱ　売上原価 1,134 4.0 7,62518.2 3,816 6.2

　　売上総利益 27,26896.0 34,26581.8 57,81393.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 16,60358.5 23,63956.4 39,34263.8

　　営業利益 10,66537.5 10,62525.4 18,47130.0

Ⅳ　営業外収益 ※1 2,329 8.2 1,265 3.0 2,993 4.9

Ⅴ　営業外費用 ※2 669 2.4 1,823 4.4 1,733 2.8

　　経常利益 12,32543.4 10,06824.0 19,73132.0

Ⅵ　特別利益 ※3 3 0.0 1 0.0 45,80474.3

Ⅶ　特別損失 ※4 3,46612.2 1,958 4.7 32,79153.2

　　税引前中間（当期）純利
益

8,86231.2 8,11119.4 32,74453.1

　　法人税、住民税及び事業
税

1,265 4.5 2,769 6.6 14,22823.1

　　法人税等調整額 2,90110.2 514 1.2 1,272 2.1

　　中間（当期）純利益 4,69516.5 4,82711.5 17,24328.0
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)　　　　　　　　　　　　

項　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金
利益剰余

金合計特別償却

準備金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高

(単位：百万円）
107,29468,37145,567113,939 6 20,52420,530 △11 241,752

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 128 128 128 257

　株式交換による変動額 2,681 4 2,686 0 2,687

　剰余金の配当 △650 △650 △650

　特別償却準備金の取崩 △3 3 － －

　中間純利益 4,695 4,695 4,695

　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）

中間会計期間中の変動額

合計(単位：百万円)
128 2,810 4 2,815 △3 4,047 4,044 0 6,989

平成19年６月30日残高

(単位：百万円）
107,42371,18145,572116,754 3 24,57224,575 △10 248,742

　

項　目

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高

(単位：百万円)
1,784 1,784 10 243,547

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 257

　株式交換による変動額 2,687

　剰余金の配当 △650

　特別償却準備金の取崩 －

　中間純利益 4,695

　株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△530 △530 59 △470

中間会計期間中の変動額

合計(単位：百万円)
△530 △530 59 6,518

平成19年６月30日残高

(単位：百万円）
1,253 1,253 70 250,066
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)　　　　　　　　　　　

項　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本

準備金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成19年12月31日残高

(単位：百万円）
107,45371,21245,572116,784 37,123 37,123 △10 261,350

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 33 33 33 66

　剰余金の配当 △1,307 △1,307 △1,307

　中間純利益 4,827 4,827 4,827

　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）

中間会計期間中の変動額

合計(単位：百万円)
33 33 － 33 3,520 3,520 － 3,586

平成20年６月30日残高

(単位：百万円)
107,48771,24545,572116,817 40,643 40,643 △10 264,937

　

項　目

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年12月31日残高

(単位：百万円)
△3,069 △3,069 127 258,408

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 66

　剰余金の配当 △1,307

　中間純利益 4,827

　株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△7,585 △7,585 56 △7,529

中間会計期間中の変動額合

計(単位：百万円)
△7,585 △7,585 56 △3,942

平成20年６月30日残高

(単位：百万円)
△10,655 △10,655 184 254,466
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)　　　　　　　　　　　

項　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金
利益剰余

金合計特別償却

準備金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高

(単位：百万円)
107,29468,37145,567113,939 6 20,52420,530 △11 241,752

事業年度中の変動額

　新株の発行 159 159 159 318

　株式交換による変動額 2,681 4 2,686 0 2,687

　剰余金の配当 △650 △650 △650

　当期純利益 17,24317,243 17,243

　自己株式の取得 △0 △0

　特別償却準備金の取崩 △6 6 － －

　株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

事業年度中の変動額合計

(単位：百万円)
159 2,841 4 2,845 △6 16,59816,592 0 19,597

平成19年12月31日残高

(単位：百万円)
107,45371,21245,572116,784 － 37,12337,123 △10 261,350

　

項　目

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日残高

(単位：百万円)
1,784 1,784 10 243,547

事業年度中の変動額

　新株の発行 318

　株式交換による変動額 2,687

　剰余金の配当 △650

　当期純利益 17,243

　自己株式の取得 △0

　特別償却準備金の取崩 －

　株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額）

△4,854 △4,854 117 △4,736

事業年度中の変動額合計

(単位：百万円)
△4,854 △4,854 117 14,861

平成19年12月31日残高

(単位：百万円)
△3,069 △3,069 127 258,408
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法 有価証券

(1) 子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

(1) 商品・貯蔵品

最終仕入原価法

有価証券

(1) 子会社及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　　　　同左

時価のないもの

　　　　同左

たな卸資産

(1) 商品・貯蔵品

同左

有価証券

(1) 子会社及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産

(1) 商品・貯蔵品

　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月1日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年度の法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価

償却費を計上しております。

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

除く）については定額法を採

用しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につい

ては、主に改正法人税法に規定

する償却方法により減価償却費

を計上しております。

（追加情報）

当中間会計期間より、平成19

年３月31日以前に取得した有

形固定資産について、償却可能

限度額まで償却が終了した翌

年度から５年間で均等償却す

る方法によっております。

なお、当該変更に伴う影響額

は軽微であります。

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く)については定額法を採用

しております。

耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

また、平成19年度の法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産については、改正法人税法に

規定する償却方法により減価

償却費を計上しております。
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項目

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準

によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法を、特許権につ

いては７年の定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し回

収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の財

政状態を勘案して関係会社株

式等について必要額を引当計

上しております。

(2) 投資損失引当金

同左

(2) 投資損失引当金

同左

(3)賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当中間会計期間

に見合う分を計上しておりま

す。

（追加情報）

当社では、従来、従業員賞与

の支給見込額を未払費用とし

て計上しておりましたが、当中

間会計期間において従業員賞

与の支給対象期間を変更した

ことから、「未払従業員賞与の

財務諸表における表示科目に

ついて」（リサーチ・セン

ター審理情報No.15）により、

当中間会計期間から支給見込

額に基づき当中間会計期間に

見合う分を賞与引当金として

流動負債の「その他の引当

金」に計上しております。

(3)賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当中間会計期間

に見合う分を計上しておりま

す。

(3)賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。

（追加情報）

当社では、当事業年度におい

て従業員賞与の支給対象期間

を変更したことから、当事業年

度から支給見込額に基づき当

事業年度に見合う分を賞与引

当金として計上しております。
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項目

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

(4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備

え、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間末において負担す

べき額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

同左

(4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備

え、将来の支給見込額のうち当

事業年度末において負担すべ

き額を計上しております。

(5) ポイント引当金

顧客に付与されたポイントの

使用による費用発生に備えるた

め、当中間会計期間末において

将来使用されると見込まれる額

を計上しております。

(5) ポイント引当金

同左

(5) ポイント引当金

顧客に付与されたポイント

の使用による費用発生に備え

るため当事業年度末において

将来使用されると見込まれる

額を計上しております。

４　 繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費

発行時に全額費用として処理

しております。

(1) 株式交付費

同左

(1) 株式交付費

同左

　　　　　　　　　　　 (2) 社債発行費

　発行時に全額費用として処理

しております。

　　　　　　　　　　　

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

リース取引に関する会計基

準の改正適用初年度開始前に

取得した所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によって

おります。

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

６　その他中間財務諸表作成の基

本となる事項
(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

なお、仮受消費税等及び仮払

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。

(2)「マージン売上」の計上基準

商品等の取扱高（流通総額）

に比例して利用料が計算される

「マージン売上」のうちキャン

セル受付期間が設定されている

取引については、取引発生時に

キャンセル発生見込額を控除し

た取引高に対する利用料を売上

として計上しております。

なお、キャンセル発生見込額

はキャンセル発生実績率に基づ

き算出しております。

キャンセル受付期間完了前売上高

1,392百万円

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2)「マージン売上」の計上基準

同左

キャンセル受付期間完了前売上

高

1,716百万円

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

(2)「マージン売上」の計上基準

同左

キャンセル受付期間完了前売上高

1,884百万円
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会計処理方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

（有形固定資産の減価償却の処理方

法）

当中間会計期間より、法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号））に伴い、平成19年４月

１日以降取得資産の減価償却限度額

の計算方法については、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。

なお、この変更に伴う影響額は軽

微であります。

（リース取引に関する会計基準）

「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　改正平成19

年３月30日　企業会計基準第13号）

及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

　改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）が平成19年４月

１日以後に開始する事業年度に係る

財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当中間会計期間から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年

度前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理

を引続き採用しております。

　これによる資産、負債及び損益に与

える影響額はありません。

 

（有形固定資産の減価償却の処理方
法）

当事業年度より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令　平成19年３月30日　政令第

83号））に伴い、平成19年４月１日

以降取得資産の減価償却限度額の計

算方法については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。

  なお、この変更に伴う影響額は軽

微であります。
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度末

（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

6,291百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

7,262百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

6,558百万円

 
──────────── ※２　担保に供されている資産

(1)担保に供されている資産

預金 100百万円

投資有価証券 63,273百万円

合計 63,373百万円

 

(2)担保資産の対象となる債務

短期借入金 25,000百万円

買掛金 1,086百万円

未払金 55百万円

合計 26,141百万円

 

※２　担保に供されている資産

(1)担保に供されている資産

預金 100百万円

投資有価証券 75,362百万円

合計 75,462百万円

 

(2)担保資産の対象となる債務

短期借入金 25,000百万円

買掛金 1,780百万円

未払金 70百万円

合計 26,850百万円

 

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「関係会社株式」のう

ち、72百万円を貸株に供しておりま

す。

 

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「関係会社株式」のう

ち、72百万円を貸株に供しておりま

す。

 

※３　貸株に供した投資有価証券

固定資産の「投資その他の資産」

に計上した「関係会社株式」のう

ち、72百万円を貸株に供しておりま

す。

※４　貸出コミットメントライン契

約

当社の子会社である株式会社楽天

野球団、楽天ストラテジックパート

ナーズ株式会社及び楽天メディア・

インベストメント株式会社等に対す

る貸出コミットメントラインの未実

行残高は次のとおりです。

 

貸出コミットメントラインの総額

113,000百万円

貸出実行残高 93,138百万円

未実行残高 19,862百万円

 

また、当社グループではキャッ

シュ・マネジメント・システムを導

入しており、これに伴う貸出コミッ

トメントラインの未実行残高は次の

とおりです。

 

貸出コミットメントラインの総額

2,100百万円

貸出実行残高 1,355百万円

未実行残高 744百万円

 

※４　貸出コミットメントライン契

約

当社の子会社であるフュージョン

・コミュニケーションズ株式会社に

対する貸出コミットメントラインの

未実行残高は次のとおりです。

 

 

 

貸出コミットメントラインの総額

2,500百万円

貸出実行残高 1,900百万円

未実行残高 600百万円

 

また、当社グループではキャッ

シュ・マネジメント・システムを導

入しており、これに伴う貸出コミッ

トメントラインの未実行残高は次の

とおりです。

 

貸出コミットメントラインの総額

6,203百万円

貸出実行残高 1,210百万円

未実行残高 4,992百万円

 

※４　貸出コミットメントライン契

約

当社の子会社である楽天メディア

・インベストメント株式会社及び

フュージョン・コミュニケーション

ズ株式会社に対する貸出コミットメ

ントラインの未実行残高は次のとお

りです。

 

貸出コミットメントラインの総額

81,500百万円

貸出実行残高 21,527百万円

未実行残高 59,972百万円
 
また、当社グループではキャッ

シュ・マネジメント・システムを導

入しており、これに伴う貸出コミッ

トメントラインの未実行残高は次の

とおりです。

 

貸出コミットメントラインの総額

1,300百万円

貸出実行残高 1,089百万円

未実行残高 210百万円
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前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度末

（平成19年12月31日）

※５　借入コミットメントライン契

約

当社では、借入コミットメントラ

インの契約期限が平成19年６月29日

付で満了しており、当中間会計期間

末日においては該当はございません

が、平成19年７月２日付で株式会社

三井住友銀行、株式会社みずほコー

ポレート銀行、住友信託銀行株式会

社、農林中央金庫及び株式会社三菱

東京UFJ銀行と改めて総額33,000百

万円の借入コミットメントライン契

約を締結しております。

※５　借入コミットメントライン契

約

当社は、株式会社三井住友銀行、株

式会社みずほコーポレート銀行、住

友信託銀行株式会社、農林中央金庫

及び株式会社三菱東京UFJ銀行と借

入コミットメントライン契約を締結

しており、未実行残高は次のとおり

です。

 

借入コミットメントラインの総額

33,000百万円

借入実行残高 5,610百万円

未実行残高 27,390百万円

 

※５　借入コミットメントライン契

約

当社は、株式会社三井住友銀行、株

式会社みずほコーポレート銀行、住

友信託銀行株式会社、農林中央金庫、

株式会社三菱東京UFJ銀行及び株式

会社新生銀行と借入コミットメント

ライン契約を締結しており、未実行

残高は次のとおりです。

 

借入コミットメントラインの総額

36,850百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 36,850百万円
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（中間損益計算書関係）
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息

172百万円

受取配当金

2,050百万円

 

※１　営業外収益の主要項目

受取利息

493百万円

受取配当金

660百万円

 

※１　営業外収益の主要項目

受取利息

524百万円

受取配当金

2,275百万円

 

※２　営業外費用の主要項目

支払利息

423百万円

 

※２　営業外費用の主要項目

支払利息

644百万円

支払手数料

817百万円

社債発行費

136百万円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息

902百万円

支払手数料

165百万円

為替差損

376百万円

────────── ──────────

 

※３　特別利益の主要項目

関係会社株式売却益

45,801百万円

 

────────── ──────────

 

※４　特別損失の主要項目

関係会社清算損

20,063百万円

関係会社株式減損損失

7,224百万円

投資損失引当金繰入額

2,040百万円

 

　５　減価償却実施額

有形固定資産

935百万円

無形固定資産

839百万円

　５　減価償却実施額

有形固定資産

1,234百万円

無形固定資産

1,202百万円

　５　減価償却実施額

有形固定資産

2,240百万円

無形固定資産

1,871百万円

　

EDINET提出書類

楽天株式会社(E05080)

半期報告書

104/116



（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式 （株） 1,060.4 － 84 976.4

（変動事由の概要）

自己株式の減少84株は、株式交換によるものであります。

　

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式 （株） 977.3 － － 977.3

　

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式 （株） 1,060.4 0.9 84 977.3

（変動事由の概要）

自己株式の増加0.9株は端株の買取による増加であり、自己株式の減少84株は、株式交換による処分であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日　

　　至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日　

　　至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日　

　　至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引

（借主側）

リース取引開始日がリース会計基準

適用初年度前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引

続き採用しております。

該当するものについては以下のとおりで

す。

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高

相当額

(百万円)

工具器

具備品
670 336 334

合計 670 336 334

　

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末

残高

相当額

(百万円)

工具器

具備品
779 315 463

合計 779 315 463

　

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具器

具備品
410 26 383

合計 410 26 383

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

1年内 169百万円

1年超 171百万円

合計 340百万円

1年内 182百万円

1年超 287百万円

合計 469百万円

　

　

1年内 98百万円

1年超 284百万円

合計 383百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 83百万円

支払利息相当額 3百万円

　

支払リース料 101百万円

減価償却費相当額 97百万円

支払利息相当額 5百万円

　

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 16百万円

支払利息相当額 1百万円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間　(平成19年６月30日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 13,749 72,589 58,840

合計 13,749 72,589 58,840

　

当中間会計期間　(平成20年６月30日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 3,330 5,062 1,732

合計 3,330 5,062 1,732

　

前事業年度　(平成19年12月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

関連会社株式 2,425 6,950 4,525

合計 2,425 6,950 4,525

　

　

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

１　重要な子会社等の株式の売却

当社は持分法適用関連会社である

Ctrip.com International, Ltd.(米

国Nasdaq市場上場、以下「Ctrip」)

の当社保有普通株式の全数を売却し

ました。詳細は下記のとおりです。

(1) 売却の目的

当社は、平成16年６月に、中国で高

い知名度を有する総合旅行サイト

『Ctrip.com』を運営するCtripの成

長性・収益性に期待し、同社への出

資を行いました。約３年を経てCtrip

は中国での宿泊・航空券予約事業で

高い成長を果たしておりますが、当

社は、Ctripとの協議の結果、これま

でのような資本関係がなくとも、更

にサービス面等での連携強化が可能

であり、売却についても今が適切な

時期であるとの判断もあり、今般、

Ctrip株の売却を行いました。当社グ

ループは、従来どおりCtripと良好な

関係を維持してまいります。

(2) 売却する相手会社の名称

米国を中心とした海外市場におけ

る売出しであります。

(3) 売却の時期（日本時間）

引受契約締結

平成19年８月10日

受渡期日

平成19年８月15日

(4) 当該会社の名称、事業内容及び

当社との取引内容

①名称

Ctrip.com International,

 Ltd.

②事業内容

旅行サイトの運営

③当社との取引内容

取引関係はありません。

(5) 売却する株式の数、売却価額、売

却損益及び売却後の持分比率

①売却株式数

普通株式　　 　6,645,000株

②売却価額

57,501百万円

（算出レート：

１米ドル＝117.99円）

③売却損益

45,513 百万円

１　重要な契約の締結

平成20年９月４日、当社はイーバ

ンク銀行㈱（以下、「イーバンク銀

行」）との間で、資本・業務提携契

約を締結しました。提携の内容は以

下のとおりです。（平成20年８月４

日に両社は基本合意書を締結し、資

本・業務提携に関する協議を行って

おりました。）

(1) 資本提携について

イーバンク銀行が新たに発行する

優先株式を、楽天が引受しました。

取得株式

イーバンク銀行乙種優先株式

取得日

平成20年９月29日

取得方法

第三者割当増資

1株当たり取得価格

30,000円

取得株式数

666,000株

取得価額の総額

19,980百万円

(2)業務提携について

以下の分野で業務提携の取組みを

行います。

①決済連携

楽天グループ顧客に対して幅広

く銀行決済サービスを提供すると

ともに、その他の決済業務における

両社グループ間の連携を行います。

②マーケティング、お客さまの紹介

における連携、相互協力

イーバンク銀行グループと楽天

グループの間で、金融商品や電子商

取引のマーケティングに関する協

力や、お客さまの紹介を行います。

また、両社サイトで使用するユー

ザーID、ポイントなどの連携も深め

てまいります。

③商品の共同開発

なお、平成20年９月24日開催の

イーバンク銀行臨時株主総会にお

いて、当社より派遣する４名が新た

に同行の取締役として選任されて

おります。（うち４名は当社及びグ

ループ会社の取締役との兼務で

す。）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

　至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

(連結上の調整により、連結上の

売却利益とは差異があります。)

④売却後の持分比率

０％

(6) その他重要な特約等

該当事項はありません。

 

今後、両社のインターネットにお

けるマーケティングのノウハウや、

イーバンク銀行の有するフレキシ

ビリティのあるインターネット・

サービスを利用した各種金融商品

を共同で開発してまいります。

 

２　株式取得による会社等の買収

　当社は、当社子会社の楽天ストラテ

ジックパートナーズ㈱（以下「ＲＳ

Ｐ」）の出資先である株式会社オー

ネット（以下 「オーネット」）に

つき、従来、オーネットが独力で株式

公開等をすることにより投資回収を

図る目的で同社株式を保有してお

り、同社を子会社とはしておりませ

んでした。しかし下半期になってか

ら、当社グループの同社に対する方

向性や投資効果等を従来の投資目的

以外の角度から再検討した結果、同

社の結婚サービスを当社グループの

新たなサービスに加え、当社グルー

プとの連携によるシナジーを創出

し、収益機会の拡大・ユーザー利便

性の向上を図るほうが当社グループ

やオーネットとしてのメリットがよ

り大きいと判断するに至り、投資目

的を変更したことから、同社を連結

子会社とすることとし、それに伴い

ＲＳＰから同社株式を取得すること

と致しました。

・買収する会社の名称、規模等　

　商号　　

   株式会社オーネット

　事業内容

　 結婚サービス事業

　事業年度の末日

   ３月31日

　規模（平成20年３月期）

　　総資産　　　4,483百万円

　　純資産　　　1,538百万円

　　売上高　　　1,434百万円

　　当期純損失　　161百万円

・株式取得の時期

　 平成20年９月１日

・取得する株式の数、取得価額及び

取得後の議決権比率

　取得する株式の数　280,000株

　取得価額　　　　　2,914百万円

　議決権比率　　　　100.0％
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)
訂正発行登録書
(社債)

平成20年４月２日
関東財務局長に提出

（２）
有価証券報告書及びそ
の添付書類

事業年度 自 平成19年１月１日
(第11期) 至 平成19年12月31日

平成20年３月28日
関東財務局長に提出

（３）臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第９号の規定に基づく報告書
（代表取締役の異動）

 
平成20年９月29日
関東財務局長に提出

（４）
有価証券報告書の
訂正報告書

第11期有価証券報告書の訂正報告書
平成20年９月30日
関東財務局長に提出

（５）
訂正発行登録書
(社債)

平成20年９月30日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月28日

楽天株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　渡　邉　　和　紀  　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　石　田　　健　一  　㊞

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる楽天株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、楽天株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　追記情報

　１.　「重要な後発事象　１　重要な子会社等の株式の売却」に記載されているとおり、会社は持分

　　法適用関連会社であるCtrip.com International, Ltd.の会社保有普通株式の全数を平成19年８月

　　15日に売却した。

　２.　「重要な後発事象　２　企業結合に関する重要な後発事象等」に記載されているとおり、会社

　　は平成19年８月７日を企業結合日とする株式取得により、フュージョン・コミュニケーションズ

　　株式会社の議決権の過半数を取得した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月30日

楽天株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　渡　邉　　和　紀  　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　石　田　　健　一  　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている楽天株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、楽天株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報　

　「重要な後発事象　重要な契約の締結」に記載のとおり、会社はイーバンク銀行株式会社と資本・業務提携

契約を平成20年９月４日に締結し、同社が平成20年９月29日付けで会社に割当発行した優先株式666千株を

19,980百万円で取得した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月28日

楽天株式会社

取締役会　　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　渡　邉　　和　紀  　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　　石　田　　健　一  　㊞

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる楽天株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、楽天株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

追記情報

　１.　「重要な後発事象　１　重要な子会社等の株式の売却」に記載されているとおり、会社は持分

　　法適用関連会社であるCtrip.com International, Ltd.の会社保有普通株式の全数を平成19年８月

　　15日に売却した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

　

EDINET提出書類

楽天株式会社(E05080)

半期報告書

115/116



独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月30日

楽天株式会社

取締役会　　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　渡　邉　　和　紀  　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　　　石　田　　健　一  　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている楽天株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第12期事業年度の中間会計期

間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とし

た監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中

間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、楽天株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

追記情報　

　「重要な後発事象　重要な契約の締結」に記載のとおり、会社はイーバンク銀行株式会社と資本・業務提携

契約を平成20年９月４日に締結し、同社が平成20年９月29日付けで会社に割当発行した優先株式666千株を

19,980百万円で取得した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以上

　

 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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